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資料１－２ 

〇 各地域包括支援センターの記載の抜粋 

 

（１） 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

 圏域会議や個別ケア会議の開催を通して、地域住民だけではなく、医療・介護・フレイル予防・生活支援・住まいなど地域生活に関わる関係機関との連携を深め、関係する全て

の人たちとの有機的なネットワークづくりに努める。（p.３ 国見） 

 地域の関係団体やサービス事業所が連携し、高齢者が活躍できる環境や関係性づくりを支援するため、地域資源の見える化を行う。また、支援を必要とする住民が自分の関

心や状況に応じて地域の活動や人と関われるよう支援するとともに、地域で支え合いに関わる担い手が無理なく役割を持ち、継続的に関われるような関係づくりを支援する。

（p.16 鶴ケ谷） 

 圏域内の医療・介護関係事業所の連携強化のため、「将監桂連携の会」を継続する。サロンや防災訓練、連絡会など地域行事に積極的に参加し、ニーズを拾い上げながら、高

齢者以外の分野との連携を強化する。その中で、支援が必要になった在宅高齢者やその家族を重層的に支える取り組みを推進する。（p.30 将監） 

 

（２） 認知症施策の推進 

 子どもから高齢者まで幅広い世代の住民に『新しい認知症観』を広めていくために、認知症サポーター養成講座やパートナー講座など、地域での普及啓発活動を積極的に行う

とともに、圏域内に認知症の当事者が希望を叶える取り組みである『チームオレンジ』の立ち上げを目指す。（p.5 台原） 

 認知症に対して不安を抱えている方、認知症当事者やそのご家族を支える取り組みとして、認知症カフェや家族のサロン等を開催し、埋もれることがないようにお便りや電話等

を活用し、情報発信、状況把握等を行っていく。（p.21 遠見塚） 

 認知症になっても地域で生活が続けられることの実現のため、地域版ケアパスを当事者・住民の声を取り入れ、検討・刷新をしていく。（p.34 八乙女） 

 

（３） 介護・フレイル予防の推進 

 運動グループの解散や参加者の減少が進まないためにも各グループのサポーターが交流できる機会や、自主グループのない場所でフレイルについて学べる機会を作り、グル

ープ化を促す。（p.14 高砂） 

 地域の高齢者のセルフケアの重要性の理解を深め、介護予防、フレイル予防に取り組める環境を作る。ICT 等様々なフレイルチェックのツールを活用し、自分の状態を「見える

化」することで介護予防、フレイル予防、健康づくりに取り組む。（p.17 六郷） 

 地域の高齢の方々が、住み慣れた地域で主体的に活動が続けられるよう、関係機関と連携を図りながら、訪問・通所連動型短期集中予防サービスなどの自立支援に向けたサ

ービスや様々な社会資源を活用して自立支援に資するケアマネジメントを推進する。また、介護予防・社会参加の重要性の意識向上が図られるよう、介護予防教室等や地域団

体との共催事業を活用し、身近な地域での活動機会の提供、介護予防・フレイルの普及啓発、デジタルデバイト解消の取り組みを推進する。（p.23 西多賀） 

 

（４） その他 

 連合町内会としての避難所運営マニュアル作成や防災訓練実施に向けて、連合町内会長との連携を密にし活動へ関わっていく。（p.9 小松島） 

 権利擁護業務については、包括が相談窓口であることを機関紙やサロン活動で普及啓発を継続。高齢者虐待について、通報があった際には的確に緊急性を判断し、関係機関

と情報共有しながら速やかに対応を行う。（p.21 愛宕橋） 

 個別ケア会議 困難ケースでの開催の場合、重度化防止の介護予防を目的としての開催の場合、介護支援専門員からの事例提供をうけた会議であっても、多職種での関りを

意識できるよう職種を選定し、利用者を支えるネットワーク構築を考えて開催する。（p.35 虹の丘・加茂） 

 

※ 各地域包括支援センターの詳細な記載は次ページ以降のとおり  
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資料１－２ 

 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

五橋 

（ ※ 圏 域 は

青 葉 区 ・ 若

林区にまた

がる） 

・ 令和 7 年 10 月１日時点で高齢者数 7,103 人、高齢化率 22.18%で年々上昇傾

向にあり、圏域内の高齢者支援体制の強化が必要と見込まれる。 

・ 地域的に独居高齢者やマンション居住者の割合が高く、地域包括支援センター

地域関係者が課題のある高齢者の実態を把握することが難しい。 

・ 総合相談は生活課題が複雑化・多様化している。その状況を踏まえた支援へ

の対応力向上や、連携した支援体制づくりが必要である。 

・ 地域の地縁組織の活動が低調と聞く機会が多い。よって住民へ情報を届ける

ことが重要であり、様々な手段での広報啓発の取り組みが必要になっている。 

・ 地域活動の担い手や参加者の確保が課題と考える地域関係者が多く、高齢者

に関わる地域活動の継続が危ぶまれている。 

・ 集える場所に関して、施設等と連携した活動拠点づくりを展開したい。 

(1) 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・ 地域の関係団体や医療・介護サービス提供機関等との連携強化に向けて、会

議や研修会、行事等の機会を活かして情報の共有や発信に努める。特に地域

包括支援センターの役割や機能に関して広く理解されるよう取り組む。 

・ 個別ケア会議や包括圏域会議等を重ねて、地域課題を地域関係者と共に検

討する機会を持ち、多様な主体が連携する地域の体制づくりに取り組む。 

(2) 認知症施策の推進 

・ MCI を含む認知症の人と家族への支援に関して、「新しい認知症観」に基づき

各種講座や認知症カフェ等の企画を実施する他、「認知症のきづきチェックリ

スト」や「声を聴くシート」を活用し、認知症の早期発見や理解促進、支援体制

づくりに取り組む他、仙台版チームオレンジの普及啓発に協力する。 

・ 多くの人が集まる場で、地域包括支援センターの総合相談窓口の役割につい

て周知啓発に取り組む。 

(3) 介護・フレイル予防の推進 

・ 圏域内で運動自主グループが活動していない区域(米ケ袋、霊屋下、本町)を

会場に介護予防教室を開催し、介護予防に取り組む。また、参加者には運動

自主グループ化の働き掛けを勧める。 

・ 運動自主グループや介護予防教室、地域のお祭り等の機会にフレイル予防に

関する啓発活動を行い、住民へ広くセルフケアの推進やアクティブシニア・ボラ

ンティアポイント制度の活用、自立支援に向けたサービス利用を働きかける。 

青 

葉 

区 

上杉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たなマンション、スーパー、医療機関等の建設により、環境変化が著しい 

・生計困難な方の長期的支援、世帯支援(高齢・障害、8050)、制度の狭間で対応

困難な方、支援拒否など問題が混在しており、他機関との連携が不可欠 

・認知症に関する相談は増加傾向、初期段階での相談が少ない 

・医療機関、警察、企業、金融機関等からの相談の他、遠方に住む親族、知人友

人からの相談や再来相談も増加 

・昭和町、堤通雨宮町からの相談が増加傾向で全体の 27％占める(重点地域) 

・マンション等に住む独居高齢者や身寄りのない方が増加 

・転居による人の出入りも多く、社会とのつながりが希薄化している 

・町内会への未加入者も多く、民生委員や福祉委員も把握しきれていない 

・町内会、民児協、社協等の担い手が不足しており、協力体制構築が難航 

・各団体の地区割りが別になっている地域において、関係者同士での情報交換や

共有の出来る仕組みが十分に確立できていない 

⑴ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

 ・地域包括ケアシステムの体制強化を目指し、既存のネットワークの他、新た 

に民間企業や世代間交流を視野に関係構築を図る 

 ・地域の見守りや支え合いの体制づくりの為、圏域が跨る地域関係者同士で 

情報交換を行い、支援の充実を図る 

 ・複雑化する課題に対応出来るよう、多職種や多世代など一体的に支援でき 

る体制を作る 

⑵ 認知症施策の推進 

・「仙台版チームオレンジ」の普及啓発に向け、認知症サポーター養成講座の受

講者等へアプローチし、認知症への理解が深められる体制を作る 

・地域で認知症高齢者を支える仕組みや共生社会づくりの推進を目指し、支 

え合える体制の強化を図る 

⑶ 介護・フレイル予防の推進 

 ・フレイル予防アウトリーチ事業継続により、地域の身近な所でも介護フレイル

予防が意識出来る仕組みを作る 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

上杉 ・若い世代が多い地域で、世代間交流等の活動に把握が十分にできていない 

→高齢化率 19.2％（R7.10 月時点） 

 ・ICT 機器等の活用が出来るよう、地域の情報収集ができる体制を整備する 

⑷ 重点地域へのアプローチ 

 ・相談の増加している地域に対し様々な事業展開を行い、課題把握をしながら

柔軟に対応できる体制を整備する 

青 

葉 

区 

国見 ・独居で身寄りがなく、かつ認知症または精神疾患のような症状が現れている高

齢者に関する相談が昨年度と同様に多い。 

・圏域内に入院設備を持つ精神科病院の他、精神障害者グループホームもあり、

精神障害者が居住しており、65 歳以上の高齢者も多数含まれている。 

併せて、高齢者と同居している精神疾患を持つ子に関する相談も目立つ。 

・圏域は市中心部近郊に位置し、マンションが多い。マンションによっては連合町

内会に所属していないこともあり、民生委員・福祉委員が居住している高齢者を

把握しきれない状況がある。 

・町内会長が毎年変わる地区もあり、1 年間かけて作り上げた関係性が途絶え、

情報の共有や交換が図りにくい。 

・就労してる町内会長や、行政や各種団体の会議が多く、当包括での年 3 回での

地区圏域会議を負担に感じている方もいる。 

(1)地域・関連機関との連携・ネットワークづくり 

・地域との積極的な関わりを通して、地域包括支援センターについて周知と理解

の促進を図る。同時に社会資源及び住民のニーズを把握し、情報の共有や課

題解決に向けた検討や役割の確認を地域住民と共に行う。 

・圏域会議や個別ケア会議の開催を通して、地域住民だけではなく、医療・介護・

フレイル予防・生活支援・住まいなど地域生活に関わる関係機関との連携を深

め、関係する全ての人たちとの有機的なネットワークづくりに努める。 

・医療・福祉等関係機関の連携組織である『はちまん連携の会』に引き続き研修

を企画する世話人として参加し、地域福祉の向上ができる関係性を作る。 

(2)認知症対策の推進 

・認知症に対する正しい理解『新しい認知症観』の普及啓発を図り、地域住民と

共に当事者が住みやすい地域づくりに取り組む。 

・認知症当事者やその家族が、必要に応じて専門的な医療や介護等の支援にア

クセスできるように日頃から、関係機関との関係構築を図る。 

(3)フレイル予防の推進 

・高齢者が生きがいを感じ、フレイル予防や生活意欲の向上に努める環境づくり

を行う。 

・新たに自主グループの創設や、フレイル予防に資する取り組みが実現できるよ

う関係機関・団体と協働し、担い手の育成や活動継続の支援を行う。 

青 

葉 

区 

木町通 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

地域コミュニティの多様化と衰退、体制構築に地域差がある。地域の担い手の高

齢化と後継者不足から地縁活動が衰退している。ほとんどの「福祉委員」が自身

の役割を理解しておらず、活動を望んでいても展開することができていない。また

民生委員児童委員と連携することにも至っていない。関わりを望まない高齢者が

増えている一方で、従来の地域コミュニティを大切にする住民もおり、地域コミュニ

ティが二極化している。マンション等集合住宅では、関係性が希薄な場合が多い

が一方で日頃の見守りから防災時の体制構築が整備されているケースもあり、管

理組合や個人の考え方に委ねられている。 

 

⑴地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・重層的に課題のある高齢者や家族、関係機関からの相談等に対し、丁寧な対

応を念頭におき、効率的効果的な事業展開により、地域や関係機関との連携ネ

ットワークづくり、認知症対策及び介護予防の推進に取り組む。 

・「木町通ささえの輪」「木町通の事例検討座談会」「地域ケア会議」等の事業で

ICT を活用し、会場参加が難しい方等の参加につなげるよう取り組む。 

・支倉保育所やぴぼっと支倉等の関係機関と協働し、多世代交流が図れる場等

の創出に取り組む。 

・圏域内薬局ネットワーク事業と協働し、多職種交流や連携・勉強会を図ってい

く。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

木町通 （２）認知症施策の推進 

認知症の人への住民理解と対応に個人や地域によって違いがある。早期発見が

難しく、緊急対応が必要なケースが多い。住民による見守り体制が構築され、自

宅での生活可能なケースもあり、地域差がみられている。地域住民や家族から

「施設入所」を強要する言動がみられることもあり、理解と対応に個人差が大き

い。経済的問題・借金・身寄りなし・虐待等重層的課題のケースが年々増加してお

り、関係機関との連携体制の強化が求められている。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

介護・フレイル予防の関心度・取り組みの個人差がある。健康意識の高い住民は

自ら情報収集が出来、セルフケアが充実している一方で、生活機能の低下等に

気づきを促す支援をタイムリーに行っても、本人の意向により、自立した日常生活

の継続につながらないケースも多い。 

⑵認知症施策の推進 

・「木町通ささえの輪」「木町通包括認知症サポート団体推進事業」「認知症カフェ

にゃーまらいず」による様々な活動に取り組む。 

⑶介護・フレイル予防の推進 

・令和４年度より継続開催している「名もなきサークル」を定期的に開催し、通い

の場を継続していく。開催に当たっては、地域住民ボランティア等の協力を得

て、高齢者が活躍できる機会や場の確保に取り組む。 

・地域の身近なところで介護・フレイル予防に資する取り組みができるよう、関係

機関と協働していく。 

青 

葉 

区 

双葉ヶ丘 ・圏域内には商業施設がなく、人が自然に集まれる場所が不足している。また、勾

配のきつい坂道が多いため、集いの場の確保が難しく、包括が主催する活動場

所も限られている。 

・依然として「行政や専門職、サービス事業所が考えて対応してくれるのが当然」

という意識を持つ住民が多く、地域で課題解決を検討する機会が十分に生まれ

ていない。 

・一方で、40〜50 代の PTA 活動に協力的な男性を中心に、「地域の力が必要だ」

という認識が高まり、新しい地域活動を模索する動きも始まっている。 

 

～より多くの住民が「北仙台地区で生活してよかった！」と実感できる地域共生

社会を目指し、住民、地域団体、企業等が知恵や力を出し合って未来に備え、

誰もが活躍できる地域づくりに取り組みます～ 

◇世代をこえて関わり合い、どんな状態になっても希望を持って暮らせる地域に

する 

・認知症があっても、安心して地域の一員として過ごせる関係づくりを進める。 

◇外に出て、人とつながるきっかけを増やし、フレイルを防ぐ暮らしを目指す 

・坂道が多く、商業施設等が少ない地域だからこそ、無理なく外に出られて、体を

動かしたり、人と話したりできる場を増やしていく。 

◇「誰かがやる」から「みんなで少しずつ関わる」へ、ゆるやかに意識を広げる 

・行政や専門職に任せきりではなく、地域の人が無理なく関われる雰囲気を育て

る。 

青 

葉 

区 

葉山 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当圏域である三条中学校区は荒巻・通町・国見・八幡小学校区からなる。圏域

の高齢化率は 24.41％、仙台市高齢化率（25.48％）と同等程度である。事業対象

者を除く要介護等認定者率は 21.6％と市全体の 20.1％に比べるとやや高く、引き

続き介護・フレイル予防の啓発や取り組みが必要である。また圏域全体から独居

で身寄りがない人の相談が増加、緊急通報システムに関する相談も増加してい

る。 

【荒巻地区】荒巻小学校区の高齢化率は 26.5％で市全体とほぼ同じ。初回相談の

結果からは、荒巻中央からの相談が昨年より増加。公共料金の滞納、食料がな

い、受診拒否などの相談が寄せられている。イレブンチェックの結果から他地区と

比べ運動習慣がなく、下肢筋力の低下が見られていた。 

1 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・包括圏域会議の開催 

・チームオレンジ Leaf の継続 

・個別ケア会議の開催 

・障害福祉事業所との関係づくりを行い、施設と地域の連携、交流の機会を創

出、障害理解を促進。 

２ 認知症施策の推進 

・介護予防教室の開催 

・チームオレンジ Leaf の継続・認知症カフェの開催（2 ヶ所） 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

葉山 また圏域会議からは坂道が多く大変だと聞かれ、地域住民が集まりやすい会場

がないだろうか、世代間交流できる場が必要との声が上がった。 

【通町地区】通町小学校区の高齢化率は 22.1％で仙台市全体より低いが、通町

市営住宅や支倉県営住宅での高齢化率の上昇が懸念される。初回相談集計結

果からは寂しい、先が不安などの相談が独居高齢者から寄せられている。イレブ

ンチェックの結果から他地区に比べむせやすい人が多かった。また圏域会議から

は町内会がなくなるのが心配で PTA と連携できないか、小学生と高齢者が交流

できる場があると良いという声が上がった。 

【国見地区】国見小学校区の高齢化率は 27.8％と仙台市全体と比べやや高い。

初回相談の集計結果からは昨年度と比較し 80～90 歳代からの相談割合が増加

している。 

【八幡地区】八幡小学校区の高齢化率は 24.1％と仙台市全体と比べやや低い。

初回相談の集計結果からは、医療機関からの相談が増加している。また圏域会

議（国見・八幡）からは寺や神社などを集まりの場として活用できないか、昭和の

つながりがなくなったという声が上がった。 

・認知症サポーター養成講座の開催（三条中学校・荒巻小学校・通町小学校・荒

巻マイスクール児童館・通町児童館 

・ヨークベニマル荒巻店・コンビニ）ヘルプカードの普及啓発 

・認知症パートナー講座の開催(ヨークベニマル荒巻店・コンビニ) 

・地域版認知症ケアパスの更新 

３ 介護・フレイル予防の推進 

・地域住民が介護・フレイル予防、健康づくりに対する意識を高められるよう、デ

ジタル機器などを活用しながら圏域全体で予防教室を開催。 

・地域のキーパーソンになりうる方の発掘。 

・フレイル予防サポーターの意識調査を行う。 

・スーパーや銀行、郵便局などでの出張相談会の実施 

・自主グループやサロン、老人会活動の後方支援、新たな自主グループの立ち

上げ 

青 

葉 

区 

台原 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・小松島地区は昭和初期、台原と旭ケ丘地区は昭和 30 年代以降に急速に開発さ

れた戸建て住宅地で、地下鉄開業に合わせて周辺環境が整備された。駅近郊

や幹線道路沿いに建設された高層住宅が点在しているが、マンションやアパート

では町内会未加入者も多く、入居者の実態把握が困難である。 

・丘陵地帯（特に旭ケ丘）のため急な坂道や狭い道が多く、日常的な外出（ごみ出

し、買い物、地域行事への参加）に苦労する高齢者が多い。 

・地下鉄沿線のため若年層の流入が増えており、圏域内の高齢化率は 22.22％と

市全体の高齢化率（25.48％）よりも少し低い。ただ、一方で高齢者のみの世帯

（単身世帯、高齢夫婦世帯）が増えている。 

・多くの住民組織（町内会、地区社協、民児協等）では役員等の高齢化が進んで

おり、担い手不足が課題となっている。1 年～2 年で会長が交代する町内会が増

えており、住民主体で生活支援に取り組むまでの体力がない。 

・地域の課題を住民主体で検討又は解決できるような「協議体」がない。 

・新築の戸建てやマンション等には若年世代が流入しているが、子ども会が解散

している町内会も多く、地域活動にかかわる若年世代が少ない。また、子ども会

のある地域でも、子ども会と町内会の関わりが薄い傾向が強い。 

・コロナ禍を挟んで休止に追い込まれ、そのまま再開できずに解散した地域活動

が多い（特に小松島地区）。 

①住民同士が支え合う地域づくりの推進 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、包括職員全員で地域へアウトリーチ

し、住民組織や各種機関・団体等との連携及びネットワークをさらに強化すると

ともに、個別支援や地域活動支援、地域住民を含めた個別ケア会議等を通じて

地域の実情や課題等を把握していく。 

・個別ケア会議等で把握した課題から地域課題を抽出し、包括圏域会議を活用し

て地域全体の課題（わがごと）にするとともに、課題解決に向けた取り組みとし

て、小学校区ごとに住民組織を中心とした協議体づくりを目指す。 

・仙台市社会福祉協議会（青葉区事務所）や行政（青葉区役所）との連携を深

め、協働して地域づくりに取り組んでいく。 

②認知症になっても自分らしく希望をもって暮らせる共生社会づくり 

・子どもから高齢者まで幅広い世代の住民に『新しい認知症観』を広めていくため

に、認知症サポーター養成講座やパートナー講座など、地域での普及啓発活動

を積極的に行うとともに、圏域内に認知症の当事者が希望を叶える取り組みで

ある『チームオレンジ』の立ち上げを目指す。 

・地域住民が認知症の当事者の声を聴く機会を増やしていけるよう、当事者が気

軽に参加できる場づくりを進めるとともに、地域の中でピアサポーターになりうる

人材を発掘していく。 

③住民主体でフレイル予防に取り組む先進地区へ 

・「フレイルにつよいまち～台原～」を目指して、行政や健康増進センター、地域

の専門職等と連携しながら、住民（フレイルサポーターや介護予防運動サポー
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地域包括支援

センター名 
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台原 ター、通いの場への参加者など）が主体となって地域全体の健康度を高めてい

けるような取り組みを推進していく。 

青 

葉 

区 

花京院 

（ ※ 圏 域 は

青 葉 区 ・ 宮

城野区にま

たがる） 

担当圏域は 7 つの小学校区を含み、商業地区/新旧の住宅街で構成され、地域・

町内会活動に温度差が見られる。全般的には、高齢化が進行し、身寄りのない独

居高齢者・家族関係が疎遠で多問題を抱える高齢者・社会的接点が希薄なご家

族と同居される高齢者等が増える一方で、見守り等の地域活動を支える担い手

不足といった課題が深刻化してきている。 

１、地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

分野横断的視座に基づき圏域内の関係機関と連携維持/強化を図ると共に、地

域包括支援センターサポートシステムを活用することで、地域住民のニーズ・地

域課題・地域資源の理解を深める。関係機関との連携を基盤に、既存の住民主

体活動の状況に応じた柔軟なアプローチを積み重ねることで、住民同士の支え

合い・重層的ネットワークの拡充に努める。 

２、認知症対策の推進 

認知症の方とその家族の心情に配慮し、“共生”を前提とした「新しい認知症観」

の普及啓発及び認知症の人と家族が主体的に活動できる地域環境の整備を、

認知症カフェ・認知症サポーター養成講座等の活動やピアサポートの場/認知症

サポーター等との連携を通じて、継続して推進する。また、認知症の早期発見・

早期対応が図られるよう、認知症初期集中支援チームや認知症疾患医療センタ

ー等をはじめとした関係機関との連携を深め、多職種連携による認知症の人と

家族の一体的支援体制の充実を目指す。 

３、介護・フレイル予防の推進 

地域の高齢者の方々が、その人らしく、住み慣れた地域で安心且つ主体的に生

活が続けられるよう、ICT/デジタル機器等の活用ニーズが拡がることも想定し、

関係機関と連携を図りながら、セルフケア/地域支え合い/フレイル予防/社会参

加の重要性の普及啓発及び活動機会創出に努めると同時に、個々の生活状況

に即した「自立支援」のケアマネジメントを推進する。 

４、丁寧且つ適切な相談対応の徹底 

地域の方々がより相談し易い組織となるよう、日々の業務実践を通じて、伴走型

相談支援体制を想定した、丁寧且つ適切な相談・対応を徹底する。 

５、センター組織における良好な業務環境の維持及び適切な人材育成 

職員相互のサポート体制に対する意識を高め、本質的なチームアプローチを目

指すことで、各職員が、法令遵守の徹底と同時に、専門職としての意見を出しな

がら主体的に業務に取り組める職場環境の構築を図っていく。その上で、サポー

ト意識に根差した人材育成を推進していく。 

青 

葉 

区 

大沢広陵 

 

 

・相談件数（2 月末時点）は減少傾向にある。各相談項目ごとにおおむね同じ割合

で減少しているが、認知症 2 割増加・福祉サービス微増している。施設入所・福

祉施設の利用についての相談件数は据え置きとなっている。 

・総合相談支援業務→地域の集まりに積極的に参加し機会をとらえて包括周

知、地域住民の実態把握につなげる。 
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大沢広陵 その他の項目は家族の精神疾患、障害福祉サービスの相談、地域活動に関する

相談などがあった。 

・相談内容、支援内容から分析する圏域の課題 

①ある程度筋道が立ってから相談していただけるケースが昨年より増えた。 

②認知症に関しては以前と比較し、何らかの不安や困りごとがあってから相談に

つながるケースが増えた。6 割が早期相談であった。 

③ここ 2～3 年と比較し老後に備えていなかった、というケースが減った。地域 

活動においては終活への関心が高まった。 

④ ③同様ここ 2～3 年と比較し 75 歳未満の相談が減少した。 

・権利擁護業務→近年の成年後見制度等の需要の高まり、虐待相談件数の増

加に対応した啓発活動を行う。 

・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務→あやし包括、南吉成包括と協働事

業と個別ケア会議を通じたケアマネ支援を行う。 

・認知症関連業務→大沢中学区『ぽてとカフェ』、広陵中学区『宮城西つながりキ

ッチン』を軸に当事者とつながる機会を作り、早期支援につなげる。 

・介護予防関連業務→介護予防教室の開催、運動自主グループの支援を通じて

地域の介護予防活動の支援を継続する。75 歳未満の若年層の参加を促す試

みを行う。 

・地域・関連機関との連携・ネットワークづくり→防災に関して『ひろせ wi ネット』 

地域住民・事業所と協働の機会として『大沢市民センターまつり』『倉人まつり』

『ぽてとカフェ』『宮城西つながりキッチン』を継続する。 

・地域ケア会議→介護予防を目的とした内容の継続開催、地域住民どなたでも

参加可能である包括圏域会議を継続する。 

青 

葉 

区 

あやし  【現状】 

令和 7 年 10 月 1 日現在で、圏域の高齢化率は 20.57％と高くはないが、高齢者

数は 7,969 人。来年度は 8,000 人を超える予定。今後も増えていくことが予想され

る。圏域の中でも小学校区によっては高齢化率に差がある。特に上愛子小学校

区は 47.41％と非常に高い。一方で錦ケ丘小学校区は 12.95％と低い。栗生小学

校区 24.23％、広瀬小学校区 21.29％、愛子小学校区 23.64％。 

また、上原市営住宅や県営広瀬住宅などの集合住宅に限った高齢化率は自治会

長の話を伺うと 40％以上はある様子。 

【課題】 

高齢者数の増加に伴い、老々介護、8050 問題。また、独居老人も増えていること

が予想され、今後、孤立死なども増えていく可能性がある。身寄りの無い高齢者

の支援も今後も増えていく可能性が高い。災害時の地域住民同士や地域住民と

関係機関との連携も十分とは言えない。 

認知症になった際に、地域とつながりながら認知症とともに生きていくための環境

も十分とは言えない。 

運転免許を持っている方が、地域的に免許が無くなると公共交通機関が少ないな

どの理由から生活に困るためになかなか手放せないという課題もある。 

サロンなども高齢化や参加者の固定化、減少化などがみられるところもある。自

宅からサロンに行くまでの距離があり、移動が困難なためサロンに参加すること

が難しい方もいる。 

介護サービスの相談などについては、入院を機に相談される傾向が高い。 

 

（1）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢になって様々な日常生活上の支障が出てきても、住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを続けることや、問題の早期発見、孤立死をできる限り防いでいくこと

などを目的とした様々な関係機関や地域のお店とのネットワークづくりに取り組

む。 

（2）認知症施策の推進 

認知症の人と家族が尊厳を保持しつつ、希望をもって認知症とともに生きていく

ことができるように、認知症の方の視点を尊重しながら認知症の普及啓発を継続

して行う。 

（3）介護・フレイル予防の推進 

心身ともに健康で元気に生きがいを感じながら自分らしく生活することができるよ

う、多職種の専門的視点を取り入れたり、他地域の取り組みを参考にしながら、

まずはできるだけ多くの高齢者が社会参加できるような地域づくりを継続して推

進していく。 

（4）災害時に要配慮者が取り残されない地域づくり 

高齢者などで災害時に配慮を要する人が大きな災害時に支援から取り残されな

い地域づくりを目指す。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

国見ヶ丘 ○中山・川平地域（中山中学区） 

・中山地域は昭和 40 年代から住む住民が高齢化し、独居や高齢世帯が、新築戸

建て住宅に転入した若い世代と混在している。また、転出、施設入所等で高齢者

が減っている地域がある。アパート等も多く、生活保護世帯もある。 

・坂が多く、ゴミ捨て、買い物、冬場の雪かきなどが困難となる例が多い。 

・地域組織は高齢化で担い手不足ぎみ。活動が縮小傾向。 

・集会所等集まりやすい場所が少なく、運動自主グループ等はあるが、歩いて通

える範囲全てにはない。 

・川平地域は活動が町内会単位で独立性が高い。買い物に交通手段が少なく、

難しい例は多い。 

○吉成中学区 

・雪かきは課題。近くに商店、バス停もなく、買い物が困難になる例は多い。 

・地域活動はあるが、担い手の人数の減少等一部で縮小傾向がある。 

・地域の活動者の考え方に温度差があり、地域活動の偏りがある。・ 

【課題】 

・障害者や就労していない独身の子等との同居高齢者がおり、課題が複合化する

例がある。8050 問題や虐待に関連することがある。 

・担い手の問題 民生委員の欠員があったり、活動メンバーが固定化・高齢化して

おり、解散したり、縮小している団体もある。若い世代の地域活動参画に地域差

がある。 

・コロナ以降、外出交流の場が減り、体力が落ちた等の相談がある。 

・ゴミ出しが困難となる事例はある。 

・一人世帯で、地域と関わりが薄く、亡くなって発見される例がある。 

・坂道、遠い、バスの便が悪いため、「通院や買い物が大変」「通いの場に行けな

い」声がある。運転を卒業するのに伴い、表面化することがある。 

・もの忘れや認知症の相談がある。運転をやめられない例や、症状がすすんでか

ら相談となる例がある。 

・一人暮らしで何かあったときに助けを呼べない人がいる 

計画性・目的意識をもち、相談・支援の効率化と質の向上をはかる。 

認知症への対応・介護予防・地域資源の把握、開発などに、地域の関係機関と

連携しながら取り組むことにより、住み続けられる地域づくりに努める。 

青 

葉 

区 

南吉成 

 

 

 

 

【現状】 

・担当圏域の高齢化率：折立中学校区：35.11％ 南吉成中学校区：34.07％ 

・医療依存度の高い（ガン末期等）ケースの介護保険代行申請や退院後の在宅

生活の支援に対する医療機関からの相談に関しての件数が多かった。 

１．地域活動を通じて、住民が主体的に介護・フレイル予防に取り組み、地域の

専門機関等と連携を図りながら、一体的な支援を行う事ができるような仕組みつ

くり、予防に関する関心を深められるような支援を行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

南吉成 また、昨年同様、生活拠点を共にしない家族等からの相談も増加している。 

・担当介護支援専門員やサービス提供事業所の変更、施設への不満等の相談も

前年より増加した。 

【課題】 

・複数の問題を抱える世帯の相談ケースが増加している。 

・包括支援センターとして対応が困難なケースへの支援の組み立てを関連機関と

共同で検討する必要性がある。 

・フレイルアウトリーチ支援などを通じて集積した課題の整理、開催地区ごとのフィ

ードバックが出来ていない。 

２．認知症になっても、ともに地域で希望をもって生活する事ができるよう、「新し

い認知症観」の普及啓発に努めるとともに、住民の声を取り入れながら、一緒に

認知症の理解を体現する。 

 

 

青 

葉 

区 

桜ヶ丘 ・地域の高齢化もあり、介護予防及び認知症を正しく理解するための取り組みや

普及啓発が引き続き必要となっている。 

・住民同士の支え合いがどのように行われているのか、現状の把握ができていな

い。 

・防災に対する取り組みについて地域包括支援センターや社会資源との連携を進

めていく必要がある。 

・町内会単位での住民活動を把握しきれていない。 

・精神状態、身体状況が重度化してからの相談や経済的に困窮してからの相談

がある。 

 

・住民同士の支え合いの状況を把握していく。 

・民生児童委員・地区社会福祉協議会等からの情報をもとに、閉じこもりがちの

高齢者に対して、外出・活動機会への情報提供を行なう。 

・介護予防支援、委託先の居宅介護支援事業所との連携を継続していく。 

・人の集まる機会に地域住民が認知症を正しく理解するための取り組み・普及啓

発を行ない、新しい認知症観へ転換できるような取り組みを進め認知症となって

も住み慣れた地域で孤立することなく暮らし続ける事の理解を引き続き推進して

いく。 

・引き続き関係機関等との「顔の見える関係づくり」を行なっていく。 

・防災への備えや取り組みについて、町内会等での住民活動の把握を行い地域

関係機関と連携を進める。 

・地域包括支援センターが相談窓口であることの周知を継続して行っていく。 

・介護・フレイル予防の推進として、アウトリーチ支援事業の実施、パンフレット等

を上手に活用しながら介護・フレイル予防の必要性を伝えていく。 

青 

葉 

区 

小松島 

（ ※ 圏 域 は

青 葉 区 ・ 宮

城野区にま

たがる） 

 

 

 

 

 

●幸町地区 

エレベーターの無い県営住宅・市営住宅・UR 賃貸住宅が多く建ち並び、独居高齢

者や高齢世帯が多い。障害関連施設や精神科病院デイケアへ通う障害者が多く

住んでいる地域でもある。そのため、高齢者だけでなく高齢者と同居している何ら

かの精神・発達障害を抱えた家族やセルフネグレクトに関する相談が多い。県営

住宅の数年後の取り壊しに伴い町内会が 3 月で解散し、子供会も県営と UR 賃貸

住宅の２ヶ所が解散となる。 

県営住宅対象に介護予防教室を実施してきたので、今後地域との連携が希薄化

する恐れあり。 

●幸町地区 

・制度の狭間にある世代の支援に結びつかないケースや、何らかの精神・発達

障害を有した子と同居する高齢者の相談等がこの数年増加していることから、重

層的な支援体制づくりにむけた関係諸団体とのネットワークの構築を働きかけて

いく。 

・集合住宅が多い地域にて階段昇降が持続でき外出の機会が増えるよう、フレイ

ル予防をはじめとする介護予防教室を集中的に実施する。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

小松島 

（ ※ 圏 域 は

青 葉 区 ・ 宮

城野区にま

たがる） 

●幸町南地区 

大型商業施設と県営住宅・市営住宅・マンションが多く建ち並び就労世帯も多い。

アジア系外国人の世帯が増え幸町南小学校の約 1 割が外国籍児童になってい

る。 

支援ケースの傾向は幸町地区と類似しており、８０５０・９０６０問題が顕著である。 

町内会長の大半は単年度交代しており、町内会が解散（高層市営・セレーノ）して

いる地区がある。 

R6 年度より連合町内会を中心に地域催事を再開し、R７年度は R9 年度幸町小学

校との統合を見据えて避難所運営マニュアル作成に着手し始めた。 

●枡江地区 

二の森は急勾配な坂道が多く、古くからの戸建て住宅がほとんどで、閉じこもりに

よる高齢者の孤立や地域との繋がりの希薄化が課題としてあげられる。 

地域団体連携の協議体である「枡江まちづくり委員会」がＲ５年 4 月から休止して

おり関係機関とのつながりも希薄化している。連合町内会との意見交換を通して

「防災」をテーマとしたまちづくり委員会の再開を働きかけたが開催には至らなか

った。 

●安養寺・自由ケ丘地区 

地区社協としてのサロンやカフェは 4 町内会が独自に行っており、地域催事や住

民の繋がりづくりについても、各町内会が地域の人材や社会資源を活用して独自

に展開してきた。R６年以降社協主催の４町内会合同の花火大会が開催されてお

り、おやじの会の協力と子供が運営に携わる等、多世代の住民が多数参加し地

区全体に一体感が生まれている。 

一方で２か所の子供会が解散となったことで、R7 年度より地区社協の企画による

子供と協働の地域マップ作りが始まった。 

●小松島地区 

Ｒ6 年 10 月から小松島コミセンの建替え工事着工のため、R7 年の「小松島福祉

コミュニティ祭り」は休止となる。地域諸団体役員の高齢化が目立っているため、

祭り等の活動が来年度再開出来るよう若い世代の地域活動参入が必要である

が、それを課題と感じていない様子がある。 

●圏域全体 

公営住宅・生活保護世帯が多いため生活困窮に関わる相談や、障害を有した子

と同居する本人の複合的・重層的な支援が増加している。 

●幸町南地区 

・連合町内会として避難所運営マニュアル作成や防災訓練実施に向けて、連合

町内会長との連携を密にし活動へ関わっていく。 

・町内会単位での活動を活性化できるよう、介護予防教室やお茶飲み会などで

の後方支援を行う。 

●枡江地区 

枡江地区まちづくり委員会の再開が思うように運ばないため、規模を縮小して地

区社協と連合町内会との情報交換の場が設けられるよう働きかけていきたい。

枡江小学校・地区社協と協働した高齢者疑似体験・高齢者と児童とのお手紙交

流・認知症教室を今年度も開催できるよう各所に働きかける。 

●安養寺・自由ヶ丘地区 

・R7 年度開始の安養寺地区社協による「子どもたちと協働した安養寺地区マップ

づくり」の会合に参加し、地域と多世代の繋がりづくりが充実できるよう後方支援

を行う。 

・独自のボランティア組織・助け合いに与する構成員の後方支援を行う。 

●小松島地区 

「小松島企画委員会」で実施した 75 歳以上の住民アンケート結果をもとに地域の

現状と課題を分析し、課題解決にむけた協議を進めていきたい。 

若い世代が地域活動に参入できるシステムづくりを協議していきたい。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮 

城 

野 

区 

岩切 圏域全体の人口は 18,139 人、そのうち 65 歳以上 3,770 人、高齢化率 20，78％

（R7.10 月時点）で前年度とほぼ変わらず。 

岩切駅周辺は住宅地や商業施設が並んで若い世代も多いが、その他の地区で

は農業を営んでいる高齢者が多い。高齢化、過疎化しているバス通りは震災以来

商業施設が減少。利府街道沿いでは土地開発が進んでおり、数年後には商業施

設、住宅地、貨物基地が建設される予定。交通が分断されている余目地区では

「たごあまるめ号」（地域交通）が運行。別の地区でもバスや電車の利便性が感じ

られないとの課題があり、岩切・鶴ケ谷地域交通検討会が開催されている。 

高齢者の健康面を支える活動としての介護予防運動自主グループは 5 つ。サポ

ーターの高齢化に伴う担い手不足の問題を抱えている。フレイルサポーターも高

齢者を支える担い手として活躍している一方、新たなサポーターが増えない。地

域住民の関係性、地域を元気にしたいという気持ちを維持するための支えが虚弱

で、モチベーションの維持が難しい地区もある。 

認知症の相談も年々増えており、重度化している状況で家族が疲弊しているケー

スもある。 

〇地域・関係機関との連携、ネットワークづくり 

・多世代交流の促進に向けて、小中学校、児童館を中心にネットワークを構築 

し、今まで連携していた機関ともつながりを持ちながら、地域全体で支えあえる 

仕組みを推進する。 

〇認知症施策の推進 

・認知症が重度化してからの相談が多いため、ご家族や地域住民に向けて早期

相談をすること、インフォーマル資源（認知症カフェ、認知症家族会等）や認知症

疾患医療センターなどにつなぐことを促進していく。 

・認知症サポーターが認知症の普及啓発を行い、支え合う環境を作れるように認

知症カフェ等で活躍できる場を提供していく。 

〇介護・フレイル予防の推進 

・要介護にならず、元気に過ごせる高齢者が増えるように、健康教室の実施や 

フレイルサポーターとともにフレイルチェック測定会の実施や勉強会などの開催 

を推進していく。 

・担い手発掘のため、元気な高齢者には支え手側として活動してもらえるように 

アプローチしていく。 

〇介護予防にかかるケアマネジメントの実施 

・地域とのつながりを維持しながら、無理のない柔軟な支援で自立に向けた意 

欲の向上につなげる。本人の希望する生活行為を目標に支援する。 

〇介護支援専門員に対する支援 

・研修会や事例検討会等の開催による実践力向上支援、同行訪問やサービス 

担当者会議への出席等を通じ個別ケースのサポート、介護支援専門員同士の 

ネットワーク構築支援等行う。 

〇地域ケア会議から多施策への波及 

・地域ケア会議を通して、認知症のケアに関するネットワーク、医療と介護のネ 

ットワーク、地域住民同士のネットワークを構築する。 

宮 

城 

野 

区 

東仙台 

 

 

 

 

 

 

◎新田地区 

・高齢化の進行：町内全体の高齢化率 14.5％で微増傾向。特に新田 1～5 丁目は

全て 15％超、新田 1 丁目は 22.5％と高水準。従来低かった新田 5 丁目も着実に

上昇し、新興住宅地の新田東 1～5 丁目も全体的に高齢化が進行している。 

・センター周知の格差：従来の新田 1～5 丁目への周知は図れているが、マンショ

ンが多い新田東 1～5 丁目への周知が不十分。 

・多世代への包括的アプローチ 

多世代への周知活動を継続し、高齢者分野に限定せず幼稚園・児童館・小中学

校・PTA・障害分野等の多様な機関との関係構築を図り、多世代協働による地域

づくりを推進する。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

東仙台 ・相談内容の偏り：介護保険関連の相談が中心で、介護サービス利用に直結する

ケースが多い。 

・担い手不足の深刻化：従来は体育振興会や SBL 等の組織から人材を確保でき

ていたが、12 月の民児協一斉改選で 4 地区が欠員状態。小地域ネットワークサロ

ン活動も年 1～3 回程度で減少傾向にあり、高齢者支援の希薄化が懸念される。 

◎東仙台地区 

・高齢化の深刻な進行：町内全体の高齢化率 25.8％で微増、約 8 割の町内が

25％を超える高水準。 

・相談内容の偏り：新田地区同様、介護保険関連の相談が中心。 

・担い手の課題：サロン等の活動は安定運営されているが、担い手の高齢化と不

足が継続的な課題。 

・住民の意識と課題：介護予防教室や認知症講座への参加者が多く、自己研鑽

に励む住民が多い。助け合いの精神も残存している一方、「認知症予防」「認知症

＝かわいそう」という旧来の認識が根強く、認知症進行に伴う地域活動からの排

除事例も発生しており、今後も同様事例の発生が懸念される。 

・認知症共生社会の実現 

新しい認知症観の浸透を目的とした認知症講座や認知症カフェを継続開催す

る。特に認知症講座は地域の認知症サポーターとの協働企画運営により、より

地域に根ざした内容で実施し、認知症への理解促進と偏見解消を図る。 

・地域の支え合い体制の強化 

圏域内関係機関と協働で地域版リハビリ職派遣事業を継続実施する。また、新

田地区の新規お茶飲みサロンへの後方支援を通じて、近隣町内会での集いの

場創出につなげ、地域の支え合い機能の向上を目指す。 

宮 

城 

野 

区 

宮城野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化率は 19.93％ R7.10（←19. 64％ R6.10）と低いが微増 

圏域内総人口（29,237 人 R7.10 ←29,401 人 R6.10）が多いために、65 歳以上

の人口(5,827 人 R7.10 ←5,775 人 R6.10 ： 52 人増）が多い。 

圏域内の要支援要介護認定者・事業対象者数が 1,209 人と、昨年度と変わらなか

った。 

新規とプレ新規（6 か月以上の間を置いて）の相談件数は 377 件と、R6 年度より

23 件増えた(1 月末まで)。相談内容は昨年度と同じく介護保険の申請と通所介護

利用についての相談が多い。相談元は、子からが 23 件増え、本人からの 77 件を

超えた。年代は、80 歳代が例年通り最も多かった。今まで独居にばかり目が行っ

ていたが、高齢夫婦・高齢のみ世帯の心配事が増えてきた。 

古くて安いアパートに生活保護受給者が転居してくることは例年通り多い。 

認知症については、「自分もなるかもしれない」と考える人は増えた印象がある

が、そのための備えまで考えている人は少ない。 

防災訓練に、町内会の役員や催しに参加するいつもの高齢者が多く、若い世代

の参加が極端に少ない。 

金銭管理について、老後の備えの意識が低い。金銭管理ができなくなっても、判

断能力の低下により、その理解ができない。 

⑴ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・チームオレンジ 

結成の過程で、“共生社会づくり”の概念を広め、新たな担い手発掘につなげる。 

・社会資源情報を視覚的に整理し、地域の状況の把握に努める。 

・独居だけではなく高齢世帯にも目を向けること、本人・家族の「大丈夫」の一言

を鵜吞みにせず、生活全般を見て判断し支援できる力を、民生委員や介護支援 

専門員、関係機関と共につけていく。 

⑵認知症施策の推進 

・チームオレンジの結成に向け、“新しい認知症観”の普及に努める。 

・認知症本人の思い・希望を大事にしながら、家族の心情や状況に配慮し対応す

る。 

⑶介護・フレイル予防の推進 

・生活機能低下がみられる高齢者に対して、チェックリスト等を活用し、気づきを

促す。そして、介護・フレイル予防という備えの必要性を伝え、地域の活動への参

加や介護予防サービス等の活用を勧める。 

・現代社会に対応した取り組みとして、アクティブシニア・ボランティアポイント制度

の活用を含む、ＩＣＴ・デジタル機器等の活用を推進する。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮城野 R7 年度は、特に目立つ相談は無かったが、早めの対策、予防がなされていれ

ば、ADL や生活状況が悪化しなかったと思われる複数のケースが気になった。 

宮 

城 

野 

区 

榴岡 

（ ※ 圏 域 は

宮 城 野 区 ・

若林区にま

たがる） 

R7.10 月現在 総人口 32,071、65 歳以上 6,041 高齢化率 18.84％1 年前に比べ 65

歳以上 97 名増加。榴岡地区は古いアパートの建替えや空き地に新しいマンショ

ンが次々と建設中。交通や買物の利便性の良さから圏域外から転居してくる高齢

者の増加が予想される。 

・認知症が進行してから相談してくるケース、マンションに住む認知症や精神疾患

の方に対し、過度な見守りから監視につながっていることがあり、認知症への正

しい理解や MCI、新しい認知症観の周知が課題。 

・運動自主グループやサロンの新規参加者が徐々に増えている一方で、地域との

交流を求めない人も一定数いる。 

・身寄りのないケース、身寄りが遠方ですぐに駆けつけられない、緊急連絡先とし

て機能しないケースが増えている。 

・セルフネグレクトでかなり体調が悪化した状態で相談されるケースがある。 

(1) 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢者が日常生活上の支援が必要になっても、安心して暮らしていけるように障

害者・こども等を含む圏域内の関係機関との連携を強化するとともに、地域の住

民や活動団体による見守り・支え合い活動の充実に向けた支援を進めていく。 

・連坊地区ボランティア活動（レンボラ）による地域の助け合い活動の仕組みづく

りのため、関係機関との会議の継続。 

・サロンの推進や新たな担い手を発掘し、地域活動の充実を図れるよう支援す

る。 

(2) 認知症施策の推進 

・認知症サポーター養成講座、パートナー講座の開催と周知活動で、認知症にな

っても、ともに希望をもって生きることができるという新しい認知症観へ転換でき

るように取り組む。 

・認知症の人と家族の想いや認知症バリアを把握し、課題解決に向け認知症の

人や関係機関と連携し取り組んでいく。 

(3) 介護・フレイル予防の推進 

・セルフケアや地域での支え合いが重要であることについて普及啓発を行う。 

・ICT・デジタル機器等を活用した介護予防の取り組みを行う。 

・自主グループや地域団体へ介護・フレイル予防に資する取り組みが出来るよう

に継続的に支援を行う。 

宮 

城 

野 

区 

高砂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ネットワークづくり 

 令和 7 年度は中野中学校区の事業者（スーパー・薬局・銀行・郵便局他）を対象

に認知症に関するアンケートを行った。 

その中で、認知症の対応に苦慮している事業所がいることや、包括と連携したい

と思っている事業者も少なからずいることが分かった。 

２ 認知症への理解の促進 

認知症になったらすぐに施設に入ってほしいという声がまだ聞かれる。 

認知症の講話をすると「どうしたら認知症を予防できるか」という質問がほぼ出

る。皆が期待するような認知症の予防法や治療法は今の段階ではなく、認知症

になっても住みやすい地域づくりが必要ということを伝え続けている。 

３ フレイル予防の推進 

 圏域内の高齢者数に対する要支援・要介護認定者数は少しずつ増加している

（令和３年４月 16.38％、令和７年４月 17.77％）。フレイル・プレフレイル状態の高

１ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・令和 7 年度の包括圏域会議で参加した事業所で包括と連携したいと思っている

ところが多くあり、今年度は連携の土台を作っていく。 

具体には、認知症ケアパスの更新作業に協力してもらうなどを考えている。 

２ 認知症施策の推進 

・他機関や専門職等と連携し、地域住民に新しい認知症観を広める。 

・昨年度から始まった「ゆったりカフェ」や、老人福祉センターと共催で行う「ゆうゆ

うスマイルカフェ」等を継続開催することで、認知症の相談場所、情報を伝えると

ともに、認知症になっても過ごしやすい地域づくりを行う。 

・認知症の方の家族、特に男性介護者の孤立や介護疲れによる虐待防止につな

げるため、認知症の家族を介護する「男性介護者のつどい」の定期開催を継続
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

高砂 齢者を早期に発見し、本人に自覚を促し、フレイル予防の取り組みを勧める活動

を継続していくことが必要である。 
する。 

３ 介護・フレイル予防の推進 

・介護予防教室の開催場所については、フレイルチェックで発見したフレイル状態

にある方も参加しやすいよう、町内会の集会所だけでなく、市民センターやコミ

ュニティセンターでの開催もバランスよく企画する。 

・東北医科薬科大学病院や訪問看護ステーション・金融機関やスーパーに協力

を仰ぎ、フレイル予防の普及啓発に取り組む。 

 ・運動グループの解散や参加者の減少が進まないためにも各グループのサポ

ーターが交流できる機会や、自主グループのない場所でフレイルについて学べ

る機会を作り、グループ化を促す。 

宮 

城 

野 

区 

福田町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

①今年度の総合相談件数は月平均 101 件（令和 7 年 4 月～令和 8 年 1 月で計 

算）であった。ここ数年は複合的な問題を抱えている相談が増加傾向にあったが 

今年度は前年より増加し、多くは家族の繋がりが希薄化し孤立しているか、ある 

いは同居している家族が就労困窮や経済的困窮で心身の健康問題を抱えている 

世帯であった。 

②経済的困窮の高齢者は医療に繋がっていない。 

③地域活動の担い手が不足し、高齢化している。 

④圏域全体の高齢化率は 23.91%で小・中学区により地域の特徴がある。 

<田子中学校区＞ 

※田子小学校区の高齢者率 22,26％ 高砂小学校区の高齢化率 21,30% 

①市営住宅が 4 か所ある。独居や高齢世帯が多く、周りとの関係性が希薄化し孤 

立している世帯が多い。 

高齢者が介護を必要とする状況になり、介護する世代が就労困窮、経済的困窮、 

心身の健康問題が複合的に絡み合い世帯単位で支援が必要なケースが増加し 

ている。 

②田子西こだまの町内会は連合町内会に所属はしていない。 

③夫婦のどちらかが亡くなり独居高齢者が増えている。 

＜鶴巻小学校区＞ 

※鶴巻小学校区の高齢化率 25,41％ 

①古いアパートが多く、単身の男性の相談が多い地域で町内会に所属していな 

い方も多い。認知症やアルコールの問題から把握し支援が始まるケースが増えて 

誰もが年を重ねても安心して暮らし続けられる地域をつくるために様々な関係機

関との方と支援体制を構築する。 

1.認知症になっても安心して住み続けられる地域つくりを行う。 

①認知症の正しい理解の普及啓発を行い、新しい認知症観も伝えていく。 

②圏域の地域密着型事業所と定例会を開催し、事例検討や情報共有を行う。ま

た事業所と連携し幅広い年代の方に認知症サポーター養成講座を行う。 

③本人や家族が集える認知症カフェを定期開催し、地域住民に周知を積極的に

行う。 

2.高齢者が孤立しない地域つくりを行う。 

①医療・介護・地域関係との連携を図り、孤立している高齢者の早期発見と早期

支援に繋がる体制つくりを行う。 

②民生委員、金融機関、コンビニ、商店等とのネットワークを構築する。 

③地域活動が少ないところに集いの場を支援する。 

④高齢者とその家族の支援が必要な世帯には医療、司法などの専門機関と連

携し幅広い視点からの支援を行う。 

⑤生活困窮者の支援を行っている事業所と連携を図る。 

⑥活動内容や相談先の周知が届かない層をターゲットにデジタル手段を取り入

れる。 

3.介護予防の強化と重度化防止に努める 

①フレイル予防を中心とした取り組みを行う。 

②介護予防教室は地域活動が少ないところを重点的に行う。 

③自主グループの後方支援を行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

福田町 いる。 

②相談後初めて訪問する自宅の部屋がゴミで散乱し、経済的困窮者で社会から 

孤立している方が多い。 

＜岡田小学校区＞ 

※岡田小学校区の高齢化率 32,63％  

①同居率は高いが、同居家族は日中働いているため、老々介護をしている世帯 

が多い。 

②町内会によって集いの場に差がある。 

【課題】 

①家族の繋がりが希薄化し孤立しているか、あるいは同居している家族が就労困 

窮や経済的困窮で心身の健康問題を抱えている世帯が増加している 

②独居や同居している家族がいても相談が遅れ、かかわったときには認知症や 

精神疾患が進行している 

③介護保険を申請したくても医療機関の受診をしていないケースが多く、本人の 

受診拒否や主治医意見書を記載してくれる医師がいないことで支援が停頓する。 

④町内会によってコミュニティ力の差が生じている。介護予防教室を開催しても参 

加にばらつきが出る 

⑤包括の活動内容や相談先としての周知が届きにくい層への周知方法 

④デジタル手段で包括支援センターが相談先としての周知を行う。 

宮 

城 

野 

区 

燕沢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【圏域の現状】 

総人口：13,135 人、65 歳以上の高齢者数：3,673 人、高齢化率：27.96％ 

西山中学校区を 3 つの小学校区に分け、地域支援を行っている。 

【圏域の課題】 

・「担い手不足」の問題が圏域内で年々深刻化しているが、町内会長から、「辞め

たいと伝えると次の担い手が見つかった」という声が聞かれた。次世代を意識し

町内会の基盤整備をした結果、バトンが繋がるという成果が見られている。一

方、基盤整備に難航をしている町内会では担い手不足がより深刻化している状

況にある。 

・金銭的な課題から介護保険サービスの利用に繋がらず、認知症の進行が見ら

れたケースが増加した。また 8050 問題、精神疾患など相談が多岐かつ複雑化

することが多く、１ケースの対応に多く時間を割いている。センターのワンストップ

サービスとしてのトリアージ機能を高める必要がある。また、継続して警察、宮城

野区社会福祉協議会、障害者相談支援事業所、小・中学校、スーパーなど地域

の相談機関や社会資源と連携し、重層的支援体制や地域共生社会の構築に向

け取り組んでいく必要がある。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・各地区で行われる会議や定例会に出席し、連携強化を図るとともに、地域の実

情把握と課題の共有に努め、圏域会議等で検討する機会を設ける。 

・一つの家庭の中で複数の課題を抱える相談が増えているため、トリアージ機能

を高めるよう努め、関係機関と連携し、重層的支援体制を構築するとともに、地

域共生社会を意識した取り組みを行う。 

（２）認知症施策の推進 

・新しい認知症観も含め、認知症を正しく理解していただくための普及啓発を図

り、地域住民や関係機関と連携し、認知症当事者やその家族が安心して生活で

きる地域づくりに取り組む。 

・認知症が進行してからの相談が多いため、地域住民に対し、相談窓口をわかり

やすく表示した燕沢地域マップ等を配布するとともに、民生委員や福祉委員、チ

ームつばめ等の関係機関と連携し、早期発見、早期対応につなげられるよう体

制づくりに努める。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

燕沢 ・地域の身近なところでフレイル予防の環境づくりに努めた。地域の担い手不足に

対して、シニア世代が関心を持つ取り組みを行うことが、地域活性化の一助とな

ることを感じた。 

【地区別課題】 

・燕沢地区…丘陵地帯に位置する古くからの住宅街。地縁関係深い地域である。

今年度は鶴ケ谷東２丁目や鶴ケ谷東３丁目からの相談が増加した。同居家族内

で精神疾患を抱えている、無就労、金銭的な課題から支援が進まない傾向があ

った。民生委員が不在地区のため、地域の実態把握ができない状況にある。 

・西山地区…11 町内会で形成されている。町内会長が輪番制を取られている町

内会が非常に多く、例年 5 名が会長変更となる。西山学区町内会連合会定例会

に出席し、小中学校、町内会長との関係性を強化するように努めている。今年度

は認知症や精神疾患などの相談が増加した。アパート内での騒音問題、民生委

員が訪問し医療へ繋がるなど地域での支え合いから支援へ繋がるというケース

があった。 

・枡江地区…圏域の中でも高齢化率が高いが、安養寺２丁目は住宅の分譲が相

次ぎ、転入者が増加している。そのため地区社会福祉協議会が中心となり転入

者も含めた若い世代との交流を意識した地域づくりに取り組んでいる。関係機関

の連携が希薄化したため、夏祭りや防災訓練の会合に出席し、地域関係機関と

の連携を意識して取り組んでいる。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・フレイルアウトリーチ事業や市民協働フレイルサポーターの協力を得て、フレイ

ル測定会を実施し、地域住民が早期に介護予防へ取り組めるよう意識づけや動

機づけを促す等働きかけていく。 

・自主グループやサロン等地域の通いの場が継続できるよう後方支援に努める

とともに、通いの場で出来る健康づくりの提案等の情報提供を行う。 

 

宮 

城 

野 

区  

鶴ヶ谷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・鶴ヶ谷団地造成から 57 年の歳月が過ぎ、担当圏域人口は 13，425 人でうち 65

歳以上の人口は 4,963 人。高齢化率は 36.93％と宮城野区内においても高い状

態(令和 7 年 4 月１日現在)。 

人口減少はあるが児童～現役世代の流入により 65 歳以上高齢化率は減少傾

向であるものの、依然として後期高齢化率は増加傾向である。そのため、仙台

市全体では 65 歳人口比の事業対象者・要支援・要介護認定率が減っているの

にも関わらず、鶴ケ谷においては維持。特に高齢者人口における介護保険認定

合計割合と介護保険認定軽度者割合（高齢者人口における事業対象者～要支

援２の認定割合）が仙台市内全包括の中で最も高い（令和 7 年 10 月時点）こと

から、地域での担い手となる層の高齢化と介護保険制度移行が著明。同時に、

児童分野の増加や障害分野の地域課題から、地域を担ってきた高齢者との連

結が課題となっている。 

・「高齢化」「身寄り問題」「孤立問題」「地域互助機能の希薄化」等、地域課題が多

様に展開する中で、多重な課題が同時に生まれてきている。地域現状を鑑みた

上での、課題抽出と課題自体の整理が不足している。 

①個別ケア会議や圏域ケア会議等の会議システムを活用し、専門・多職種およ

び地域住民の視点で、個別ケースから見えてくる困りごとや課題を共有・整理す

る。その中から、地域全体として取り組むべき課題を明確にし、計画的な地域支

援や施策の検討につなげていく。 

②個別ケア会議や圏域ケア会議の運営や事例検討を通じて、包括内専門職が

多角的な視点で課題を捉える力を高めるとともに、相談対応に必要な知識や判

断力の向上を図る。これにより、地域包括支援センターとしての対応力を高め、

圏域内における相談窓口機能の強化につなげていく。 

③地域の関係団体やサービス事業所が連携し、高齢者が活躍できる環境や関

係性づくりを支援するため、地域資源の見える化を行う。また、支援を必要とする

住民が自分の関心や状況に応じて地域の活動や人と関われるよう支援するとと

もに、地域で支え合いに関わる担い手が無理なく役割を持ち、継続的に関われる

ような関係づくりを支援する。 

④認知症や精神疾患をはじめとする複合的な課題を抱える困難事例を通じて、

高齢者福祉事業所に限らず、障害・児童分野の専門職等を含む職種・世代・法
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

鶴ヶ谷 人・インフォーマルの横断的連携が図られるよう支援する。あわせて、連携から

構築される社会的ネットワークを活用し、社会的孤立への対策を行う。 

⑤事例検討会や研修を通じ、近隣の介護支援専門員の資質向上はもちろん、関

係性のある福祉事業所とも情報交換を密に行い、介護分野における人材の育成

基盤となれるよう支援していく。 

⑥今後の圏域内高齢者の複雑化する課題に対し、高齢者分野だけでは対処が

難しくなると考えられるため、共生社会を見据えて横断的連携を一体的に支援す

る。 

若 

林 

区 

六郷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.地域の支えあいや見守りの必要性 

六郷圏域人口 12,641 人うち 65 歳以上 3,934 人高齢化率 30.99％（令和 6 年 9 月）

→31.12％（令和７年 9 月）と若林区の中でも 1 番高い水準で増加傾向にある。75

歳以上の人口率も 17.78%から 18.26％と 0.48％増えている状況。人口は 7 人減と

大きな変化は見られていない。 

若林区東部の田園地帯であるが、市街化区域に編入された一部地域は宅地化

が進んでおり、農業を営む住民と新しく転入した住民が混在している。特に東部

地区は東日本大震災では甚大な被害を受けた。コロナ禍や参加者の高齢化によ

り、消滅した老人クラブなどがあり、通いの場が減少している傾向がある。 

圏域内のスーパーや鮮魚店が相次いで閉店しており、買い物難民も多く見られ

た。生協便の活用や、とくし丸等の移動売店などの普及などに尽力した。 

12 月にみやぎ生協ハーベストビレッジ店が開店、鮮魚店も元スーパーにあった業

者が開店し、閉店したスーパー跡地にも新しくドラックストアが建設予定になって

おり、買い物難民解消に向け動きがみられている。 

独居や高齢者のみの世帯が増え、多世代同居でも日中独居や日中高齢者のみ

の世帯も多くなっているため、地域の見守り、支えあい体制の整備が必要。 

2.認知症の知識と認知症の方への理解の普及 

古くからある地域の住民間の支えあいの土壌ができている一方、同居間の家族

関係の悪化や金銭的な貧困などの問題があり、限界を迎えてしまい、虐待など深

刻な状況に至るケースもある。今年度は認知症教室開催で当事者や家族の声を

聴く機会を設けたり、それをふまえた担当圏域包括ケア会議で認知症をテーマと

して取り上げた。今後も継続的に認知症が早期に相談につなげられるようにする

取り組みが必要である。 

3.介護予防・フレイル予防の推進 

要介護認定者数・事業対象者数が 815 人（令和 6 年 9 月）→849 人（令和７年 9

月）と増加傾向にある。またコロナ禍で制限されていた活動が再開されても、高齢

（1）地域・関係機関とのネットワークづくり 

・様々な事業の実施や活動を通して、圏域内の医療や介護予防、生活支援、住

まいの関係機関のほか、地域の関係機関（町内会、民生委員、主任児童委員、

福祉委員、老人クラブ、交番、商店、金融機関、介護保険事業所）や高齢者以

外の分野（障がい、子ども等）との連携を強化する。 

・地域住民や活動団体による見守りや、支え合い活動の充実に向け、地域ケア

会議や認知症教室等を実施し、支え合いの地域づくりを支援していく。 

（２）認知症施策の推進 

・地域の認知症高齢者と家族が尊厳を保持しつつ、希望をもって暮らし続けるこ

とが出来るよう認知症の人と家族の声や視点を重視しながら、認知症教室の開

催継続等に努める。 

・地域版認知症ケアパスを内容を更新し、初期相談や支援体制の整備に努め

る。認知症家族介護教室の開催継続し、認知症の人とその家族のピアサポート

の場の提供を行う。 

・新たな担い手の育成を目指して、住民同士の支え合い活動へつなげて行ける

様地域の福祉意識の醸成を図る。 

（３）介護予防・フレイル予防の推進 

・地域の高齢者のセルフケアの重要性の理解を深め、介護予防、フレイル予防に

取り組める環境を作る。ICT 等様々なフレイルチェックのツールを活用し、自分

の状態を「見える化」することで介護予防、フレイル予防、健康づくりに取り組

む。 

（４）災害時の支援体制強化 

・町内会や民生委員と災害時要援護者のすり合わせを行い、情報共有を図る。

また圏域内に居住する要介護者の現状について担当の介護支援専門員に状
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

六郷 化や参加出来なくなった住民もおり、通いの場や活動の機会が減少している。活

動継続に向けた支援や生活機能の低下予防が必要。 

4.災害時の協力体制を強化 

海や名取川が近く、東日本大震災では東部の地域が津波により甚大な被害を受

けた。地震の際の津波や川の氾濫等の危険性が非常に高い地域になっている。

そのため、住民の防災意識は非常に高く、防災訓練や町内の防災体制を整えて

いると地域も多い。また町内会ごとに体制を整えているが、それぞれ体制が異な

っているため、包括で把握出来ていない要援護者情報等を民生委員や福祉委員

とすり合わせし、災害時の支援体制を確認・強化していくことが必要。 

況確認を行う。 

医療依存度の高い方のリスト作成、更新を行う。 

・総合防災訓練参加や会議参加を通して、平時からの顔の見える関係を作り、連

携して対応できるよう対応する。 

若 

林 

区 

沖野  高齢化率 28.13%(R7.10.1 現在)となっており区内では 2 番目に高い数値となって

いる。27.84%(R6.10)→28.01%(R7.4)と徐々に増加しており、今後も続くと見込まれ

る。独居世帯、高齢者世帯の割合も増加傾向にあり、今後も増加が見込まれてい

る。町内会活動や地域サロン活動等担い手不足が深刻化しており子供会も統合・

解散等様々な動きが出てきている。 

令和 7 年 12 月に生協沖野店が移転。近隣住民からは「買い物が大変になった」

との声が多く聞かれている。生協で送迎車を出すことになり、そちらを利用して買

い物に行く方も増えているが１人での乗り降りが難しくなってきた際には利用がで

きなくなるため、今後の課題となる可能性が高い。また、移転先には集会室がな

く、以前の集会室も当初の予定とは変更になり利用不可となった。包括主催の認

知症カフェの他、家族交流会、体操教室、ボランティア活動の場等様々な活動の

場として利用されていたが今後も活動継続するための場所の確保が大きな課題

となっている。 

⑴地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

圏域内の医療・介護・生活支援等の関係機関の他、高齢者以外の分野とも連携

していく。障害者支援関係機関や児童支援関係機関、市民センター等と連携・協

力できる体制を構築する。 

⑵認知症施策の推進 

認知症についての正しい理解の普及啓発に努める。当事者、家族それぞれの居

場所の確保につながるよう場所を変更してもカフェが継続して開催できるよう努

める。他団体が開催しているカフェへの協力も継続し、住民がニーズにあったカ

フェを選択できる体制を継続する。 

⑶介護・フレイル予防の推進 

令和 6 年度・7 年度に区と連携して取り組んだ「高齢者の保健事業と介護予防の

一体的実施事業」について、どのような結果が出たかデータを確認し今後の事業

展開について検討する。 

介護予防教室やフレイル予防アウトリーチ支援事業の開催の他、各地区サロン・

自主グループ訪問時等に介護・フレイル予防についての重要性について普及す

ると共に、新しい情報提供を行っていく。 

若 

林 

区 

河原町 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏域の高齢者人口、5,208 人（令和 7 年 10 月）で、昨年比＋７３名。高齢化率は、 

24.15％。仙台市より 1.3％低い。 

圏域全体が平地で、住宅地である。圏域に流れる広瀬川の河川敷が散歩コース 

として市民に親しまれている。東北本線を挟み東西で、地域性が異なっている。 

仙台市街地に近い西側（南材地区）は、町内会の会数 25。地下鉄の駅があり、商 

店街、医療機関も充足しており便が良い。駅近く、特に圏域北西エリアに学生向 

けや、外国人が多く居住するアパートが増えている。街並みも変化し地域との交 

流が全くない高齢者も多い。高齢化の進んだ築古マンションもある。駅から離れた 

多世代が共に支えあい、高齢者が自分らしく活動を継続できる地域づくりを推進 

する。 

住民が主体的に心身の健康を保ち介護予防に取り組めるよう、多角的に支援し 

ていく。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・「情報が入ってくる」「高齢者支援のための協力を得る」等、協力者を増やす目

的で、地域サロンの活動継続支援 

・包括圏域ケア会議、個別ケア会議を積極的開催 
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地域包括支援

センター名 
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河原町 地域は、一軒家や古い借家アパートが多く高齢化率が高い。 

圏域東側（若林地区）は、町内会の会数20。若林西市営住宅近隣は、スーパー等 

多様な商店があり、利便性が良い。一方、若林 6 丁目 7 丁目は、4 号バイパスで 

分断されており、生活圏域が沖野地区。活動場所が限定されている。 

【課題】 

①町内会により、地域活動の格差がある（地域のリーダー・キーパーソンの存在、

集会場所の有無等に起因）。すでに町内会が消失した地域があり、存続が危

ぶまれる町内会もある。 

②マンションや市営住宅などの集合住宅が複数存在する。高齢者の情報が入り

にくく、対応が遅れる傾向にある。 

③若林地区に、低所得者が集中する築古アパートや借家が点在している。困難

な課題を抱えた高齢者が多く居住しているが、地域との交流が乏しく、情報も入

りにくい。 

・社会資源の把握と、連携を図るための顔の見える関係作りの強化 

（2）認知症対策の推進 

・家族会の開催（拡大展開） 

・認知症の人と家族への一体的支援プログラムの共催 

・市民センターと連携した認知症講座等の開催 

（3）介護・フレイル予防の推進 

・介護予防に向けた ICT の活用促進（アクティブシニアボランティアポイント利用

推進） 

・フレイル予防アウトリーチ事業を大規模スーパー（ヨークベニマル若林店）で実

施 

若 

林 

区 

七郷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

・圏域内は人口が減少している地域と急増している地域に分かれている。人口が

急増している地域では新しい住民を受け入れる体制が整わず、地域の町内会や

子供会といった活動に支障が生じている。 

・地域活動における次世代の担い手が不足し、住民の入れ替わりが進む中で地

域活動を継続していく難しさを感じながら活動している。 

・災害公営住宅として建てられた市営住宅では高齢化、独居、8050 世帯の問題が

顕著である。キーパーソン不在で意思決定が難しく、課題の解決に至らない。 

 

【課題】 

・地域活動の円滑な運営と次世代へと活動を継続していくことに支援の手が求め

られている。 

・高齢世帯、独居、8050 世帯が増加する中で、キーパーソン不在であっても必要

なサービスや制度につなげられるよう、支援者間の連携を強化していく必要があ

る。 

(1) 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・多様な支援者と連携し、地域の居場所づくりの創出に努める。 

・支援者間で連携し、課題解決・意思決定支援の強化に取り組む。 

・地域や関係機関に対し、地域包括支援センターの役割を周知し、問題が深刻 

化する前の早期に相談に繋がることが可能な体制を整える。 

・計画的に研修を受講し、職員の対応力の向上を図る。 

・権利擁護の観点で、圏域の金融機関における消費者被害予防啓発活動を継続 

し、連携を維持する。虐待の早期発見、解決を目指す。成年後見制度利用の利 

用支援について研修等で勉強する。 

・包括的継続的ケアマネジメントとして、地域に居住する要介護認定者の現状・災 

害時の対応について、担当している介護支援専門員と情報を共有する。必要に 

応じて認知症初期集中支援チームの利用に繋げたり、個別ケア会議を開催し、 

介入や調整について多職種で連携できることを提案する。 

・認知症カフェなど各事業の展開に伴い連携深め、協力体制を構築し課題の整 

理にあたる。 

(2) 認知症施策の推進 

・「新しい認知症観」の普及のため、認知症サポーター養成講座、認知症カフェ、 

介護家族交流会の開催を継続する。 

・地域に「新しい認知症観」の学べる場所を創出するべく、認知症カフェの新規開 

催を企画する。 

・地域版のケアパスの更新行うため、地域の関係者とケアパス委員会を結成す 

る。 
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七郷 (3) 介護・フレイル予防の推進 

・七郷地区の中心会場における介護予防教室の開催を継続する。中心会場へは 

距離的に参加が難しい地域に点在する町内会単位への取り組みとして、各地区 

サロンにおける支援を継続し、介護・フレイル予防の普及啓発に取り組む。 

・地域の商業施設を会場としたフレイル予防アウトリーチ支援事業を継続し、介 

護予防の普及啓発と対象者の把握に努める。 

・認知症サポーター養成や活動支援、介護予防運動サポーターの活動支援、令 

和 6 年度から養成を開始したフレイルサポーターの活動を拡大し、地域高齢者の 

活躍機会の創出や育成を図る。 

・スマホ教室や HP 等のデジタル機器を活用した取り組みの創出。高齢者のデジ 

タルデバイド解消に向けた講座を開催する。 

若 

林 

区 

大和蒲町  【大和地区】                                                    

商業施設や交通利便性が高い一方、集合住宅が多く、単身・身寄りのない高齢

者世帯や地域での孤立が目立つ。認知症相談も増加しており、複合的課題（身

体、心理、社会、経済）を抱えるケースが多い。制度外支援や多機関連携を要す

るケースが多く、地縁組織による活動・支援も限定的で、生活継続が困難となり事

態が深刻化してから相談へ至る傾向。 

【蒲町地区】                                                   

震災後から開発が進んでいる地域であり、若年層中心の新興住宅地と高齢者が

多い既存地域に二極化している。包括支援センターが遠方にあり、気軽に来所相

談できない。 

高齢化している地域では、亡くなったり、施設入所する方増え、馴染みの関係が

なくなってしまい独自のコミュニティがなくなり孤独感を抱えた高齢者が増えてきて

いる。地縁組織の統制や連携は比較的良好で、地域の見守り・支え合い機能は

一定程度保たれている。 

【課題】 

・孤立者の早期把握、介入と見守り体制の強化 

・認知症高齢者と家族への支援体制の充実 

・制度外支援を見据えた他機関とのネットワーク強化 

・地域特性に応じた支援体制の構築（エリア別対応） 

・住民主体の支え合い活動の促進 

・通いの場、居場所のバリエーションを増やす  

                                       

「地域で支え合う仕組みづくり」「認知症との共生社会の実現」「介護予防・フレイ

ル予防と社会参加の推進」を目指す。 

１．地域づくりと支え合い体制の構築 

 ・地域の様々な人が支え合いの協力者になっていただけるような機会を作る。 

 ・教育機関を基点に幅広い世代を巻き込み、支え合いの機運を高める。 

 ・地縁組織とタイアップした企画を運営し、町内への関心、介護や地域の支え合

いへの興味を持っていただける機会とする。 

２．認知症とともに生きる地域づくり 

 ・「新しい認知症感」、仙台版チームオレンジの連携体制の構築。 

 ・認知症の方をサポートできる人材の把握と活用。 

 ・当事者の思いを地域に発信する機会、場を定期的に作る。 

３．介護・フレイル予防の推進と社会参加の促進。 

 ・フレイル予防の普及啓発とセルフケア。 

 ・アクティブシニアポイント制度の活用促進。 

 ・ＩＣＴ活用支援によるデジタルバイド対策。 

 ・地域活動への参加を通じた役割づくりの支援。 

４．自立支援型ケアマネジメントの推進 

 ・地域の専門職との連携にて、ＡＣＰ、健康意識を向上させる。 

 ・インフォーマル資源の積極的な活用（サロン、サークル等） 

 ・地域の中でのつながりを増やすことで新たな目標や生き方を見出す。 

 ・訪通短、フレイル予防応援教室の活用と利用終了後の出口支援の重点化。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

若 

林 

区 

遠見塚  高齢者総人口 21.257 人、うち 65 歳以上人口 5.386 人(前年比＋99 人)、高齢化率

25.34％(前年比－0.6％)、75 歳以上人口 2.974 人(前年比＋59 人)、75 歳以上人

口率 13.99％(前年比＋0.12％)、介護保険認定者数 1.161 人、事業対象者数 49

人。地下鉄東西線ができたことで、若い世代の転入増えている。一方で、高齢者

の単身・高齢者のみの世帯、障害者等と同居の高齢者世帯が多い。老朽化した

家屋、建物等が増えている。総合相談は、より複雑化した相談が増えている。認

知症や精神疾患、末期がん、経済問題、家族関係、虐待、成年後見、ゴミ屋敷、

家族への支援に関する相談も多い。さらに閉じこもりによるフレイルの相談も増え

ている。本人、家族からの相談はもちろん、病院や関係機関、住民からの相談も

多い。地域特性としては、関係機関や協力員等のつながりや地域活動は積極的

ではあるものの、地域によっての温度差がある。また、担い手不足に伴い解散し

た町内会や解散を視野に入れてる町内会も出てきている。遠見塚コミュニティセン

ターの改修工事が令和 8 年 6 月頃終了予定。活動場所が再開することでより地

域が活性化することが見込まれる。若林区中央市民センター別棟や近隣町内会

の集会所を活用し、活動の場を継続している。公的機関、医療、店舗、公園や集

会所等の集いの場など利便性も高いが、地域差がある。会場の減少により地域

のサークル活動を妨げないよう調整していく。 

①地域包括ケアシステムの重層化に伴い今まで以上に、住み慣れた地域で、健

康で実りある自立した生活が送られるよう理解を深めながら、地域住民や関係機

関がつながりを絶やさない、支え合うまちづくりを目指す。また、地域の見守りネ

ットワークの重要性について共有し、様々な形の支えの担い手づくりに向けて連

携協力、研修会等を開催する。 

②公的な高齢者総合相談窓口として、介護予防支援事業所として、地域全体に

より広く周知を図り、医療機関、金融機関、各関係機関、司法、各福祉関係事業

所等との連携を強化し、迅速で適切な支援に繋げる。 

③認知症に対して不安を抱えている方、認知症当事者やそのご家族を支える取

り組みとして、認知症カフェや家族のサロン等を開催し、埋もれることがないよう

にお便りや電話等を活用し、情報発信、状況把握等を行っていく。 「遠見塚見守

り隊」の活動についての協力依頼、連携機能の充実。仙台市見守りネットワーク

の周知、活用に向けた支援を行う。教育機関への挨拶まわりを行っていく。 

 地域住民が早期に「介護予防（フレイル予防）・認知症の理解」に取り組めるよ

う、地域のサロンや介護予防教室等を機会に健康教育を実施していく。 

太 

白 

区 

愛宕橋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・愛宕橋包括圏域総人口 10,254 人（前年比－5 人）うち 65 歳以上は 2, 819 人（高

齢化率 27.49％）、75 歳以上の後期高齢者は 1,641 人で 75 歳以上の人口率は

16％と高い水準。 

圏域内の大半が丘陵地で細い急な坂道に囲まれた地域のため、高齢者の外出

頻度も少ない傾向にある。閉じこもりによる孤立などにより、高齢者の心身機能

の低下のリスクが高く、引き続き、重度化にならないよう、既存のサービスのほ

か地域資源を活用し、地域交流や生きがいを持ち続けられる環境作り、発信を

続けていく必要がある。 

・生活保護や独居、老々世帯のほか 9060 世帯、身寄りのない独居高齢者が増加

し、孤独死のリスクが高い。 

・古い貸家やアパートが多く、低家賃で保証人のいない方が入居できる物件が多

数有り、生活保護受給者や低所得者など生活困窮世帯が増えている。潜在的に

権利擁護の対応や支援を必要としている高齢者が年々増加している。 

・アパート 1 棟を外国語学校等で活用しているところが複数あり、そこに居住する

外国人が増加傾向。また、古いアパート丸々一棟を障害者施設、グループホー

・「『地域ワンダー』in 向山」の開催に向けて関係機関との話し合いを通して、より

よい地域づくりのための関係性が構築できており、引き続き地域が支えあえる

街づくりを目指していく。 

・「愛宕橋メディカルネットワーク」では、医療や介護の垣根を越えてつながり協力

できる体制を構築していく。 

・認知症関連事業については、これまで構築されているあらゆる機関とのネットワ

ークの活用を継続し、認知症があるなしに関わらず、その方が望む生活の実現

に向けて、その方自らが生き方を選択できるよう、地域住民に寄り添い、関係機

関との更なる関係性の強化に努める。 

・介護予防事業では、地域の専門職や民間企業と協力しながら、フレイル予防や

高齢者の健康管理に関する正しい情報の提供を行い、住み慣れた地域で継続

して生活できる身体機能の維持向上を目指す。 

・権利擁護業務については、包括が相談窓口であることを機関紙やサロン活動

で普及啓発を継続。高齢者虐待について、通報があった際には的確に緊急性

を判断し、関係機関と情報共有しながら速やかに対応を行う。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

愛宕橋 ム、セーフティアパートとして活用している団体が複数あり、そのような施設の情

報を把握し、相互理解と地域に溶け込みやすい共生社会を目指す。 

・令和７年 9 月に圏域唯一の内科医院が出来たため、地域の医療機関や協力的

な医療関係者と連携し合える関係の構築を広げていく。 

太 

白 

区 

八木山  【現状】 

 ・人口の入れ替わりと共に高齢化率は低下も後期高齢化率は上昇 

  R6.4→R7.4   （30.42→30.12％） （18.39→18.55％） 

 ・高齢者数減で高齢化率低下も認定者率増 

R6.3 末→R7.3 末 -88 人   23.75％→24.29％ 

【課題】 

 ・認知症に関する相談の増加 

  どうしようもなくなってからの相談・周囲への迷惑行為等もあり入院対応となる

ケース増、関係性構築や受診勧奨からの対応でケース毎の関り期間の長期化

や複雑化 

 ・認知機能低下に起因することも多い高齢者虐待（疑い含む）の発生 

 ・ロコモティブシンドローム、フレイルに該当する人の相談増加 

（骨折や突然動けなくなったという類の緊急相談が少なくない） 

 ・未受診の精神障害と思われる生活破綻者の相談増加 

 （超高齢でもない、片付けができない、身体が動かなくなってからの相談。 

対応すべき課題が多岐に渡り一件に係る物理的精神的負担増による職員の疲

弊増大） 

 

１．地域包括ケアシステムの体制強化 

①地域状況の把握、積極的な情報の提供、資源発掘と情報発信継続 

②各地域活動・グループの継続（存続）の為の支援 

③認知症に関する取り組み→2 として記載 

④介護・フレイル予防の啓発→3 として記載 

⑤個別ケア会議の実施等による圏域内個別の地域課題の把握 

⑥他の支援機関、各地域活動団体との共同や後方支援継続 

⑦地域支え合いの推進 

・話合いへの参加、連携してのイベント開催 等 

（ハーブプロジェクト、わんわんパトロール、みんなのカフェ等） 

・地域住民への情報提供、参加の促し 

⑧圏域内障害支援事業所と連携しての重層的支援体制構築 

⑨ボランティアや自費有償サービス等の発掘や周知 

2．共生社会づくりのための認知症関連施策の強化※詳細は認知症関連業務へ 

  ①地域全体の新しい認知症観への転換促進 

   （我がごととして考え互いに支えあい地域で暮らせる！を浸透させる） 

  ②早期相談の促進（本人・家族支援） 

（包括だよりでの広報、手軽な広報ツール作成等） 

  ③一体的支援事業の実施（圏域内事業所共催にて） 

  ④サポーター・パートナーの活躍の場拡大 

  ⑤帰宅困難者声がけ訓練の継続 

3．介護・フレイル予防の啓発推進※詳細は介護予防関連業務へ 

  ①包括だよりや集まる場での各種ツールを活用した気付きやセルフケアの 

促しと意識づけ 

  ②地域の商業施設や医療機関などにも協力を仰ぎ普及・啓発の場増 

   （ツールの設置だけでなく簡単な測定会を呼び水とした啓発の場作り） 

  ③介護予防教室の開催場所や方法の工夫（隣接包括との連携や出張型） 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

太 

白 

区 

西多賀  ●圏域の高齢化率は令和７年 10 月時点で 25.8%、地域世帯の特徴としても身寄

りのない独居高齢者、家族が遠方、関係性希薄のためサポートが困難な高齢

者の懸念。 

●8050(9060)問題といった複合的かつ支援終結まで時間を要するケースの懸念。 

●虐待、また虐待疑いはあるも虐待者の精神疾患、8050 問題なども起因し地域

との関わりもなく事実確認が困難、もしくはアプローチに時間を要するケースの

懸念。 

●地域の見守りや支え合い体制において、地域ごとに温度差が見られる。 

●社協や民生委員、町内会、SBL など、地域活動を支えている方が重複して役割

を担っており、担い手不足の問題は継続。 

１．地域・関係機関との連携・ネットワーク作り 

圏域内の町内会・民児協・ＳＢＬ・市民センター・医療機関・介護サービス事業所・

老人クラブ・金融機関・商店との顔の見える関係づくりを継続、また高齢分野以外

との連携強化も図りながら高齢者を重層的に支える地域ネットワーク作り、地域

資源の活用・創出を推進する。 

2.認知症施策の推進 

認知症の人や家族が早期相談につながり、早期診断や必要な支援、活動の場

への参加が継続できるよう医療・福祉機関との連携を強化するとともに、仙台市

版チームオレンジ、認知症ケアパス・認知症カフェの普及啓発を継続。また、地域

住民に対する勉強会、サポーター養成講座、パートナー講座等の継続的活動を

通じて、認知症を我が事と捉え当事者視点での関わりについて理解を深め、地

域全体で支える共生社会づくりを推進。 

3.介護予防の推進 

地域の高齢の方々が、住み慣れた地域で主体的に活動が続けられるよう、関係

機関と連携を図りながら、訪問・通所連動型短期集中予防サービスなどの自立

支援に向けたサービスや様々な社会資源を活用して自立支援に資するケアマネ

ジメントを推進する。また、介護予防・社会参加の重要性の意識向上が図られる

よう、介護予防教室等や地域団体との共催事業を活用し、身近な地域での活動

機会の提供、介護予防・フレイルの普及啓発、デジタルデバイト解消の取り組み

を推進する。 

４.相談しやすい窓口対応の徹底 

地域の支援が必要となった高齢者やその介護家族等が相談しやすい窓口となる

よう、常に迅速・丁寧に対応するとともに、住民目線に立ったセンターの環境整

備、情報整理を行う。また、各職員が専門性を生かして主体的に他職員のサポ

ートを行い、本質的なチームアプローチによる支援に努める。 

5.センター事業への専門職の主体的参画 

 三職種及び機能強化専任職員がセンター事業に対して専門性を生かし主体的

に参画し、知恵、アイデアを出し合いながら前例に捉われることなく、地域特性に

即した事業に取り組む。 

太 

白 

区 

長町 

 

 

 

【現状】 

・R7.10．１時点で高齢者率 24.17％、高齢者数 7,939 人、介護認定数 1,642 人 

（R6.9.30 現在） 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・地域ケア会議開催の推進を行い、地域・関係機関との連携、ネットワークを深め

地域課題を明確化し住民同士の支え合いや地域づくりの取組みの重要性につ

いて理解と関心を深めていく。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

長町 ・相談内容は家族・親族からの介護保険に関する相談が多いが、医療機関、警

察、民生委員等からの相談も増えている。施設入所に関する相談や圏域外から

の相談者もある。 

・障害や精神疾患をもった家族との同居、身寄りがない、家族関係が薄い高齢者

もおり金銭管理、成年後見制度等が必要と思われる相談が増えている。 

・認知症について地域住民の理解を深めるため、カフェや講座等をとおして他人

事ではなく自分事としてとらえてもらうよう活動を行った。 

・自主グループへの支援やフレイルアウトリーチ支援事業をとおして地域住民が

健康に関心を持ってもらえるよう活動を行った。 

【課題】 

・高齢者数、要介護認定数も増加傾向で複数の問題を抱えるケースが増加、 

関係機関との協力体制が必要である。 

・認知症高齢者の在宅生活が継続できる環境整備について、更なる地域住民の

理解と協力が必要である。 

・介護予防、フレイル予防に取り組める地域づくりの普及啓発を行う必要がある 

・地域の社会資源の分析を行い、区等と連携しサロンの推進、担い手の発掘、ニ

ーズとサービスのマッチング等地域活動の充実を支援する。 

（２）認知症施策の推進 

・認知症の人と家族が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らし続けることが出来る

よう新しい認知症観へ転換できるよう地域に向けて講話等を行っていく。 

・認知症カフェ、一体的支援事業を継続開催し、認知症に対して不安を抱える方

が地域で埋もれないようお便り電話等で情報発信、状況把握等を行っていく 

・認知症の人と家族の声を聴きとり、仙台版チームオレンジの普及啓発に努め

る。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・心身とも健康で生きがいを感じながら自分らしく生活が出来るようリハビリテー

ション専門職との連携等地域の身近なところでフレイル予防に取り組む。 

（４）丁寧且つ適切な相談対応 

・地域に親しまれ、高齢者の権利擁護の普及・啓発。災害や徘徊、虐待、消費 

者被害等に対して敏速な対応が出来る総合相談支援窓口の役割を持つ。 

太 

白 

区 

郡山 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・圏域西部は交通網やお店が充実し、生活の利便性が高い一方、自治会組織が

ない大型高層マンションもある等、住民同士のつながりが弱く、困りごとを抱えて

いても潜在化したり、必要な情報が届きにくい。 

・圏域東部はバス路線が限られ、お店も少ないことから移動や買い物に不便を感

じている高齢者が多い。 

・令和５年度に郡山・八本松地域交通検討会が発足。令和６年１１月～地域交通

バスが試験運行開始。包括も役員として参画しており、本格運行に向けた取り組

みをともに進めていく必要がある。 

・圏域全体の傾向として、男性が参加しやすい通いの場が少ない。また、介護予

防教室等を開催しても男性の参加が少ない。 

・令和 8 年１月１日現在の圏域内の高齢者人口は 6,199 人と昨年度比 56 人増。

単身高齢者も増えている。セルフケア含め介護・フレイル予防の取組みの必要性

が高まっている。 

・センターが高齢者の総合相談窓口であることを多世代の住民に知ってもらい、 

利用してもらうことができるように、地域に出向いて周知広報・相談を行う取組み 

を継続する。 

・高齢男性向けの農業体験事業から自主化した会の活動を支援し、健康や生き 

がいづくり、社会貢献の取組みを第１層 Co はじめ関係機関と協働し進める。 

・郡山・八本松地域交通検討会へ参画し、新たな社会資源の創出に向けて地域 

と協働し取組む。 

・地域の専門職と連携した権利擁護講座の開催等により、成年後見制度の活用 

促進や消費者被害防止に向けた情報提供及び相談対応を進める。 

・地域の介護支援専門員や多職種と情報交換・事例検討会等を通して顔の見え 

る関係づくり、互いに相談しやすい体制づくりを進める。 

・認知症カフェやサポーター養成講座等を通して、認知症の人の普段の暮らしや 

工夫を共有し、「希望をかなえるヘルプカード」といった意思決定ツールの普及・ 

活用促進を図りながら、安心と希望を持って暮らし続けることができる地域づくり 

を進める。 

・介護予防普及啓発のため、大学等と連携しながら介護予防教室を実施するとと 

もに、地域の通いの場と連動させてセルフケアや身近な地域で介護予防の取組 

みを続けることができる体制づくりを進める。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

郡山 ・圏域ケア会議を他機関・第一層 Co と協働で開催し、地域活動の取組みや課 

題の抽出を進める。 

太 

白 

区 

山田  【現状】 

・太白地区は高齢化率 46.2%。太白 1～3 丁目は市営住宅２７棟、県営住宅 8 棟、

公社住宅 1 棟を含む丘陵団地で独居や高齢者のみ、又は障害の世帯が多い。 

・山田地区は高齢化率 31.8%。高齢化率は圏域 3 ブロックの中では一番低いが、

高齢者人口は一番多い。 

・人来田地区は高齢化率 39.7%。連合町内会長を中心に、宮城大学と地域連携の

取り組みを行っている。 

【課題】 

・太白団地は町内会未加入や、人との関わりを拒否する方も多く、生活状況が掴

みにくい。町内会長より、治安の悪化が進んでいるとの情報もある。民生委員の

担い手不足により、太白南町内会、太白第二町内会の一部、ひより台西町内会

の一部で欠員が生じている。 

・山田地区は民生委員の担い手不足により、鈎取千本杉町内会とひより台東部

町内会で欠員が生じている。 

・人来田地区は連合町内会で地域の見守りや支え合いの意識が共有され、活動

へ繋がっているが、日本平曙町内会とは考え方の違いから連携が上手く出来て

いない。 

関係性を見ながら支援して行く必要がある。民生委員の担い手不足により、萩の

台町内会、南ニュータウン町内会の一部で欠員が生じている。 

○地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・「山田圏域ネットワーク会議」のネットワーク活用や、「なごやかネット」等への参

加、様々な地域活動の場へ出向き、高齢者以外の専門機関との連携を図る事

で、様々な視点から高齢者の生活を支える仕組み作りを構築する。 

・個別事例の検討から地域ケア会議開催や、個別訪問時、地域団体へのアウト

リーチ等により、地域課題の把握を行い、分析と課題共有により解決に向けた

取り組みを進める。地域へ出向く機会等を通し、住民同士の支え合いや、地域

づくりの取り組みの重要性について意識出来る様働きかけを行う。 

○認知症施策の推進 

・誰しもが認知症になる可能性があり、認知症になっても共に希望を持って暮らし

続けられるよう、正しい知識を身につける為、多世代へ向け仙台版チームオレ

ンジを含めた啓発活動や、気軽に相談できる体制づくりを行って行く。 

○介護・フレイル予防の推進 

・ICT やデジタル機器、アクティブシニア・ボランティアポイント制度等の活用によ

り、セルフケアや、地域住民による介護予防の取り組みへのアドバイスや担い

手探し、育成サポートをはかる。 

・多様な社会資源の活用を含め、自立支援を意識したケアマネジメントにより、住

み慣れた地域で自立した日常生活が継続できる様、働きかけを行う。 

太 

白 

区 

西中田 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R7 年 10 月 1 日現在、圏域内の総人口 19,575 名に対して 65 歳以上の高齢者数

が 4,440 名、高齢化率で 22.68％と、昨年比、ほぼ横ばい。また要支援認定者 274

名、要介護認定者も 495 名おり、認定率は、65 歳人口比で 17.3％、総合相談件

数、サービス利用者数は横ばい。フレイル予防の推進、認知症施策の推進等を

図っているが、地域行事等へ参加せず、地域のつながりを求めない高齢者も多い

との声が地域からは聞かれている。また地域の役割を担っている高齢者は、支え

合いの意識は高いが、役員の高齢化も課題になっており、役員の担い手が不足

してきている等の課題がある。小地域ネットワーク活動の推進を軸に地域活動を

継続しつつ、医療・介護事業所等の連携体制を拡充していくと共に、商業施設・銀

行等高齢者の身近な関係機関との連携体制を強化し、地域丸ごとの支援体制作

っていく必要がある。 

≪地域・関係機関との連携・ネットワークの強化≫ 

・医療と介護のネットワーク構築の拡大を目指し、圏域内のケアマネジャーも含

めた研修会や交流会を開催する。 

・地域ケア会議を通して、地域の高齢者問題を共有し、課題解決を図る。 

・地域の社会資源を見える化し、誰もが参加しやすい体制づくりに取り組む。 

・希望する町内会に区や区社協、障害者相談事業所と出張相談会を継続する 

・町内会、地区社協、市民センター、民児協等と連携を図り、住民の参加活動を

促す取り組みを行う。 

・医療、介護事業所、商業施設、銀行等高齢者の身近な関係機関に毎月発行す

る広報紙の配布を継続し、また、地域丸ごと支援体制づくりに取り組むための話

し合いの機会を検討し、進めていく。 

≪認知症施策の推進≫ 

・市民センタ－、コミュニティセンター等で包括主催の出張型カフェを継続する。 
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西中田 ・認知症サポーター養成講座を地域住民対象に開催する。また、地域の行事や 

認知症カフェ等で認知症当事者や家族にも参加を促し、地域との交流が図れ 

るよう取り組む。 

≪介護予防の推進≫ 

・アウトリーチ事業を展開し、必要な支援につなぐ。また、介護予防教室や地域の

行事等様々な場面で普及啓発活動に取り組む。 

・サロンや老人クラブの支援に加え、運動自主グループが継続できるよう後方支

援を継続する。 

・圏域内の医療機関を訪問し、介護予防の対象者の早期発見につなげる。 

太 

白 

区 

中田  10 月 1 日現在、圏域内の総人口は 21,727 名に対し、65 歳以上の高齢者は 5,377

名となり、高齢化率は 24.75％で前年度から横ばいで推移している。要支援認定

者は 441 名、要介護認定者は 706 名で、認定者は高齢者全体の 21％を占めてお

り、年々増加傾向にある。 

一方で、介護保険の認定を受けずに地域の支援につなげようとしても、地縁組織

に馴染めない、専門職による支援と比較して物足りなさを感じるなど、地域資源に

うまくつながらないケースも見られる。 

認知症についても、正しい理解は以前より広まってきているものの、本人が受け

入れられないまま進行してしまうケースが少なくない。本人の意向を反映した資源

開発を進めるためには、まず本人が状況を受け入れられるよう、認知症に関する

正しい理解のさらなる普及が不可欠である。 

また、家族が本来の役割を担えないケースも増加しており、チームとして支援でき

る体制を整えるために、専門職同士の連携強化も重要な課題となっている。 

【地域・関係機関との連携・ネットワークの強化】 

• 医療と介護のネットワーク構築を拡大するため、研修会を企画・開催する。 

• 地域ケア会議を通して、高齢者に関する地域課題を共有し、解決を図る。 

• 圏域内のケアマネジャーを対象に、情報交換会や研修会を実施する。 

• 障害者相談事業所との出張相談会を継続する。 

• 町内会、地区社協、市民センター、民児協などと協働して各種事業を開催する

ことで、関係団体とのつながりを深め、より良い連携体制の構築を図る。 

【認知症施策の推進】 

• 中田中学校 1 年生、民生委員、地域関係者を対象に認知症サポーター養成講

座を開催する。 

• 認知症カフェを開催し、包括につながりにくい認知症当事者やご家族が、包括

と自然に出会い・つながることができる場とする。また、認知症の正しい理解の

普及、当事者や家族が安心して過ごせる居場所づくりを目指す。 

【介護予防の推進】 

• フレイル予防アウトリーチ事業を展開し、必要な支援につなげる。 

• 地域の通いの場として、運動自主グループの新規立ち上げを目指す。 

• 地域のサロンや老人クラブが活動継続できるよう後方支援を行う。 

• 住民が主体的に介護予防・フレイル予防に取り組めるよう、介護予防教室や地

域行事などで普及啓発活動を実施する。 

• ボランティアによる情報交換会を開催し、アクティブシニアの介護予防につなげ

る。 

太 

白 

区 

東中田 

 

 

 

 

 

・高齢化率が 30％を超え、７５歳以上の後期高齢者が 3,000 人を超える状況であ

る。複合的な課題を抱えた独居高齢者が多い。 

・高層を含め 17 棟ある市営住宅では高齢になり越して来た方も多くみられ、地域

との繋がりが希薄であり孤立化しやすい。 

・独居高齢者が多いため、MCI や認知症の方の早期発見が難しい。 

①地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・関係機関だけでなく、高齢者以外の分野との連携も引き続き強化し、支援が必

要な複合的な課題を抱えた高齢者やその家族を重層的に支えるネットワーク作

りに取り組む。 

・個別ケア会議を積極的に開催し、地域課題を抽出。課題解決に向け取り組んで
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東中田 ・認知症の独居高齢者で、経済的困窮、身寄りがないなど多重な課題を抱えてお

り介護・福祉サービスの導入が困難なケースが増加している。 

・精神疾患を抱えた高齢者の被害妄想による近所トラブルや体調不良の相談が

増えている。 

・新しい認知症観がまだ広く地域に浸透していない。 

・通いの場創出に向けた地域のニーズを拾うことは出来るが、高齢者の共助のみ

で形にすることが難しい。 

いく。 

・地域の声を聞きながら、支援ニーズとサービス提供主体とのマッチングなど広

い視点で高齢者の活躍の場や担い手を見つけ、地域づくりを推進する。 

②認知症施策の推進 

・「新しい認知症観」への転換が地域に浸透するよう、様々な機会で幅広い年代

への周知に取り組む。 

・認知症の人と家族が孤立することなく、早期に必要な機関に繋がることが出来

るよう連携強化を図る。 

・認知症の人とその家族の声を聴き、想いやニーズを把握するとともに「仙台版

チームオレンジ」の普及啓発活動に取り組む。 

・認知症の人、認知症サポーター、認知症パートナーが役割をもち活躍できる 

場を創出していく。 

③介護予防の推進 

 ・地域の様々な集いの機会を利用し、介護・フレイル予防の理念を周知するとと

もにセルフケアの重要性についても啓発できるよう取り組む。 

・ICT・デジタル機器等の活用や、高齢者のニーズ変容に対応した取り組みなど、

社会の変化に柔軟に対応した取り組みを推進する。 

・地域の身近なところで介護・フレイル予防、健康づくりに取り組むことができるよ

う、関係機関、団体と協働し地域のニーズに合わせた通いの場等の創出や担い

手の育成支援など地域づくりに向けた支援の充実を図る。 

太 

白 

区 

富沢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和 7 年 10 月現在総人口 39,003 人。65 歳以上の人口 6,299 人。高齢化率 16．

15％。内 75 歳以上の人口は 3,185 人。75 歳以上人口率 8.17%。（令和 6 年 10

月と比較し、高齢者は 216 名増。） 

・移住者が多く、地域との繋がりが希薄な方、地域活動に参加できていない方が

いる。 

・集合住宅では地域とのつながりが希薄な高齢者がおり、情報弱者となっている

可能性がある。 

・西多賀方面は急な坂が多く歩道が狭い箇所が多く、徒歩での外出が困難な場

合がある。買物や通院が不自由。 

・富田町内会・鈎取新田町内会・海老沢町内会付近は交通の便が悪く、買物や通

院が不便。 

・高齢者・障害者のみの世帯への関わりが増加傾向。キーパーソンが不在等によ

る支援の難しさがある。 

（1）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・サポートはぎと共催している包括圏域会議を継続し、個別ケースにも対応する。 

・移住者が地域での活動やフレイル予防活動にスムーズにつながるよう周辺町

内会と協議。 

・町内会に新設された集会所で、地域の要望を取り入れ介護予防等の取り組み

を行う。町内会、社協と検討予定。 

・活動停止を余儀なくされている住民主体のサロンについて、活動が途切れない

よう支援する。 

・各児童館との関わりを継続し、個別ケースへの対応において必要時連携を図

る。子育て世代に対する、包括の周知を図り、相談が入る体制作りの構築を図

る。 

・郵便局・交番・商業施設・調剤薬局には包括圏域会議への参加などを継続して

頂き、スムーズな連携につなげる。 ・各出張相談会の継続開催。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

富沢 （２）認知症施策の推進 

・認知症をテーマとした包括圏域会議を継続開催する。 

・一般住民に対し新しい認知症観が伝えることを目的に講演会を開催。 

・様々な形態の認知症カフェを継続し、参加しやすい環境を作る。 

・当事者が参加し、周囲がサポートしている住民主体の集いの場が複数あり、仙

台版チームオレンジ設立の働きかけを行う。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・移住者が地域での活動やフレイル予防活動にスムーズにつながるよう、周辺町

内会と協議。 

・移住者が多い町内会に新設された集会所での取り組みを協議。 

・活動停止を余儀なくされている住民主体のサロンについて、継続できるよう支

援。 

・地域の祭り、商業施設でのフレイル予防啓発活動の継続。 

太 

白 

区 

茂庭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜茂庭台中学校区＞ 

人口 5,413 人、65 歳以上人口 2,565 人、高齢化率 47.4％。町内会ごとの高齢化

率では 60％を超えている町内会もある。また 65 歳以上の独居世帯が 26.7％。二

人世帯が 20.7％（うち夫婦世帯 98.8％）高齢者以外との同居世帯も含め、高齢者

がいる世帯は全体の 63％となっている。 

団地開発当時からの住民は、坂道や公共交通の不便さから介護予防の意識が

高い方が多いが、集合住宅等に途中転入してきた高齢男性独居となると、他 

者交流もなく、加齢とともに複数の課題を抱える人が増えている。また高齢化に 

伴い、夫婦ともに認知症の診断を受けるケースも増加傾向。８０５０や精神疾患、

みなし 2 号など複合的な課題を抱えた世帯も、包括への直接相談数としては少な

いが、区役所や民生委員等の介入の様子から増加が伺える。 

平成 28 年に復興住宅として整備された、現茂庭第二市営住宅（100 戸）も高 

齢、独居世帯が増加し、町内会役員が 3 人と深刻な担い手不足が見られる。 

他の町内会でも年々、高齢により役員を担えないことを理由に退会世帯が増 

加。老人クラブもすでに解散しており、自治活動や地域活動が縮小している。 

＜生出中学校区＞ 

もともと地縁血縁関係の強い地域だったが、生産年齢人口の流出が多く、高齢夫

婦のみ世帯や独居世帯が増加。伝統的な地域活動を通して地域の結束力も強か

ったが、現在は高齢者同士のみのつながりとなっている。人口 3,237 人、高齢者

人口 1,066 人。高齢化率 32.9％。 

令和 2 年に、国道沿いのエリアが再開発され、戸建て住宅地（134 区画）の整備や

⑴地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢者が役割を持ち、負担のない範囲で共に支え合う地域の実現に向け、連合

町内会、民児協、地区社協、老人クラブといった自治組織や医療機関、介護、・

福祉施設、市民センター、教育機関等の関係団体、民間企業等とも様々な機会

を捉えて情報共有、連携、協働を通して、高齢者に関する活動が維持できるよう

後方支援と新たな資源の創出に取り組む。 

⑵認知症施策の推進 

 チームオレンジであり認知症カフェである『んだんだカフェ』の活動支援を通し

て、地域の様々な機関、社会資源との連携を図り、新たな認知症の本人やその

家族、地域住民である参加者と出会い、『認知症になってもともに希望をもって

生きることができる』地域づくりの理解者、協力者を増やしていく。 

⑶介護・フレイル予防の推進 

 乏しい社会資源の中でも、環境を生かしたフレイル予防活動に取り組めるよう、

今ある生出・茂庭台ノルディックウォーキングの継続、自主運動グループまたは

フレイル予防応援教室卒業後の活動支援、フレイル予防の理解を深めるシリー

ズでの介護予防教室の展開、男性独居高齢者を対象とした料理教室、アクティ

ブシニアポイントの普及を目指したスマホ教室開催を目指す。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

茂庭 田畑、空き地にアパート、戸建てが乱立し、それまで減少傾向だった人口が約 4

年で 500 人増加。若い世代も増え高齢化率はやや下がったが、町内会未加入者

も多く、新しい住民の把握や関係づくりに苦慮している。 

また、家族の介護や認知症、障害、精神疾患などの課題は医療機関が少ないこ

ともあってか、病識や予防の意識が低い場合や家族以外や公的機関へ相談する

ことが少ない地域。大きな病院に入院して初めて包括へつながることが多い。ま

た、寝たきりや認知症にはなりたくないという思いはあるが、自宅での仕事（農作

業や住宅環境の維持等）があり、外出してまで介護予防活動を行うという意識が

低い。 

＜共通課題＞ 

・町内会等自治、地域活動の担い手がいない。（地域活動の縮小化） 

・社会資源が乏しく、交通手段も限られた地域で、自主的な介護予防活動の選択

肢が少ない。（自主運動グループ、老人クラブの解散など） 

太 

白 

区 

秋保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【馬場地区／秋保小学校区】 

1.人口減少や担い手の高齢化により、集いの場が無い地域（町内会）が複数あ

る。これまで複数ヶ所でサロンの立ち上げを実施してきたが、必要な地域につい

て更に把握に努める必要がある 。 

2.地域主体による防災への取り組みを行う機会が少ない。また、圏域内ではこれ

まで大きな災害の発生がなく、経験知の不足による防災組織の形骸化や災害を

軽んじる意見も散見される。災害時の対応や防災について考える機会を設けるこ

とが望ましい。 

【湯元地区】 

1.住民同士の見守りがある一方で、認知症が疑われるケースの相談が入りにくい

という矛盾がある。その要因について把握し、取り組みを行う必要がある。 

2.水害の影響を受けやすい地域であるが、避難先が定まらないことや安全な避難

経路が無い。住民組織・学校・行政機関等で検討を重ねているが結論が出ていな

い。検討内容を常に把握する必要がある。 

【全地区共通】 

インフラが不足していることや旧秋保町として残る風土などを背景として、隣近所

で支え合う慣習が根強くある。特に有償による支え合いが存在し、支援を要する

高齢者の早期発見や支援介入の遅れが生じる。また、多額の報酬を支払うなど

権利侵害につながりかねない実態が複数ある。権利擁護の考え方についてセン

1. 総合相談・支援業務の強化を図る 

（1） 各職員の相談・支援の技術向上に取り組む 

（2） 地域ケア会議や機能強化事業を通じて、取り組みを行う 

2.業務委託先の介護支援専門員との連携体制を強化する 

包括的・継続的ケアマネジメント業務と地域ケア会議（個別ケア会議）を連動し、

効果的な事業運営を行う 

3.集いの場の創設に向けて、地域に働きかけを行う 

（1） 立ち上げ支援を行う 

（2） 包括主催のフレイル予防サロンでは、自主化の支援を行う 

4.権利擁護業務の強化を図る 

積極的に普及啓発を行い、地域の実態を把握する 
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秋保  ターとして土台作りから行う必要がある。 

泉 

区 

泉中央 【現状と課題】 

・圏域全体の高齢化率としては低いが、町内会単位でみると差があることや、若

年世代の人口の入れ替わりは激しく、実質的な高齢化は進んでいる。 

地域活動の担い手も高齢化しており、次の担い手不足の問題は各町内において

課題のままである。特にマンション等集合住宅が多い地域では、町内会に属して

いなかったり、オートロックの住宅も多く、高齢者の孤立や引きこもりが潜在し、

身体状況や問題が悪化してからの相談となるケースも多い。 

・認知症に関する相談は相談件数のトップとなっている。認知症への理解が進み

相談が入りやすくなった結果ともとれるが、一方で古い認知症観が根付いている

状況もみられ、症状がかなり進行してから発覚することも多い。引き続き、地域

全体で、新しい認知症観の普及啓発と「安心して認知症になれる地域づくり」を

住民とともに考え取り組んでいく必要がある。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・圏域の医療と福祉関係者の顔の見える関係作るために、『泉中央連携の会七

中♡いいねっと』の活動を継続する 

・介護支援専門員と医療機関や地域の方との交流を図るために、個別ケア会議

への参加や交流ができる場を作る。 

（２）認知症施策の推進 

・地域住民一人ひとりが、認知症に関する知識と新しい認知症観について理解

を深め、認知症を自分事としてとらえていけるような地域づくりに取り組む。 

・認知症の人が役割を持ち地域づくりの一員として活躍する機会や場の創出等

環境整備を行う。また、機会をとらえて、仙台版チームオレンジの普及啓発を進

める。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・介護予防の取り組みが必要な人を様々な場面で把握し、多様な社会資源と自

立支援サービスを駆使して、自分らしさを目指せるよう支援していく。 

・セルフケアや地域の支え合いを推進していくため、デジタルデバイド対策を進

めると同時に、デジタル機器で情報を発信できる体制をつくる。 

泉 

区 

将監 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将監地区】 

○1 丁目から 13 丁目のうち、高齢化率 35％超えが 3 町内、県営住宅においては

40％を超えている。一部地区では新築住戸（戸建て・マンション）への若い世代

の転入が増えているため、全体として高齢化率は横ばいに推移している。 

○相談内容として生活困窮、身元保証、一人暮らしと多問題を抱える世帯も多

い。 

○高齢化率が高いことから、民生委員や町内会役員と人材不足が見受けられ

る。既存のインフォーマルサービスの継続も課題であり、世代交代ができず、重

複して役割を担う方が多い。将監公団住宅など自治会機能が停止している地

域もあり、地域連携が徐々に難しくなっている。 

【将監殿地区】 

○高齢化率は昨年と比較して徐々に上がってきているが微増。地域の課題が見

えにくく、個別相談件数も将監、桂と比較すると少ない。人数は少ないが、独居

高齢者からの相談も見受けられる。 

○子どもと同居をするために転居した高齢者がおり、住民同士の交流の機会は

少ない。 

 

【地域・関係機関との連携・ネットワークづくり】 

○圏域内の医療・介護関係事業所の連携強化のため、「将監桂連携の会」を継

続する。サロンや防災訓練、連絡会など地域行事に積極的に参加し、ニーズを

拾い上げながら、高齢者以外の分野との連携を強化する。その中で、支援が必

要になった在宅高齢者やその家族を重層的に支える取り組みを推進する。 

○多職種の連携も深めながら、地域住民のニーズを確認し、住民同士「我が事」

として向き合い、解決に向けて支えあう事が重要である事を深めるため、包括圏

域会議や健康フェアを行っていく。 

【認知症施策の推進】 

○認知症サポーター養成講座、認知症教室を通して、地域住民や学校、児童館

などへ、認知症に関する正しい知識と理解の普及啓発を行う。 

○認知症の人や家族の声を聞き取り、孤立する事なく、早期相談、早期対応、家

族・当事者の繋がりが持てるように支援する。また、医療、保健、福祉等関係機

関との連携を強化し、地域において互いに支え合う体制づくりを強化する。 
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将監 【桂地区】 

○人口は減少しているが、高齢化率は年々、上昇している。2 町内において高齢

化率が 40％を超えている。 

○地区社協や桂ボランティアの会の活動は盛んであるが、参加者は限定的であ

る。代表者が高齢になってきており、次世代を担う人材が少ない。 

○町内会自治会のコミュニティはアプリやメールでそれぞれ形成されているが、戸

建て、マンション群の垣根を超えた交流が乏しい。 

【介護予防・フレイル予防の推進】 

○地域の介護予防に資する団体への後方支援と、予防教室を継続し、セルフケ

アや地域での支え合い等が重要であることを啓発していく。高齢者のニーズに合

わせて、アクティブシニアポイント、訪問・通所連動短期集中予防サービスの普及

啓発を、個別相談・講話、予防教室などで行い、自立した日常生活継続の視点に

立った、健康づくりに取り組む事ができるよう環境づくりを進める。 

泉 

区 

寺岡  【寺岡地区 現状と課題】 

・高齢化率 48.9％後期高齢者は半数を超える。今後増加傾向にあり。独居又は高

齢者世帯が多く、地域の支え合い等の支援が必要。しかし、自己完結する方達

が多く住む地域の為か自己解決能力が高く孤立、関係性の希薄化が進む。社

会活動機会低下、心身が機能不全に陥っても他者の介入を拒否し、状況が悪化

してからの相談が多い。後天的な精神疾患を抱える本人又は家族支援、近隣ト

ラブルの相談、遠方の家族による予防的相談、表層的な関係性の希薄化はあり

つつも多重課題を読み解きながら支援するケースが増えている。 

【紫山地区 現状と課題】 

・高齢化率 18.8%高齢化率は緩やかで転出入者や現役世代が多い。自己完結す

る方が多く、地域活動等への関心が薄い。繋がりを求めず自己解決する能力が

あり、「自分はまだ対象にはなっていない」と考えている方達が実際には介入が

必要であっても自身の現状を受容出来ていないケースも多い。地域活動が少な

い為、各活動の参加者は重複していることが多い。数十人を収容できる施設が

地区内には無い為、イベント開催には寺岡地区の施設や白百合学園の協力を

得ている。地域の支え合い体制整備の一環として紫山地区社協でボランティア

活動が始まり、地域の実状に合わせた支援が必要になっている。 

【両地区の共通の課題】 

地域を担うキーパーソンは多く、意識は高いが、高齢化が進み将来の不安を抱え

ている。次世代の人材育成、地域活動への取り組みが必要になっている。 

「住み慣れた地域で共に支え合い、生涯自分らしく心豊かに暮らし続けられる」地

域づくり 

1.地域、関係機関との連携、ネットワークづくり 

・住民、団体、事業所、多世代間等、様々な立場同士でのネットワークを強化す

る目的として、地域のイベント、各団体の集まりへ積極的に参加する。 

・地域ケア会議等の顔の見える活動を通して地域住民、事業所、多職種協働しな

がら地域課題を把握し課題解決に向けての支援体制づくりに努める。 

・住民同士の交流を通して支援体制を構築し、次世代の担い手、興味関心を引き

出せるよう課題設定し地域住民と共に支援体制を構築する。 

2.新しい認知症観・認知症施策の普及・啓発活動 

「共生社会」「正しい認知症の基礎知識や理解を得る」 

・認知症当事者、ご家族が住みやすい地域づくり、ネットワーク作りを柱に取り組

む。 

・認知症カフェ開催は維持しつつ認知症当事者・家族が孤立することなく、地域と

の繋がりや相互に理解し合うことで安心して住み続けられる環境を整えていけ

るよう働きかけていく。 

・早期発見、早期治療、又は当事者や家族の環境調整する為の医療・保健・福祉

の関係機関との連携体制の強化、成果を様々な機関を通じて追求していく。 

・認知症の当事者の意向や家族の意見が他人事として軽視されることなく、地域

全体が取り組むべき課題として認識してもらえるよう関係各所へ働きかける。 

3.介護・フレイル予防の推進 

・フレイルサポーターの活動を主体としてセルフケア、社会参加の重要性につい

て地域活動の中で普及・啓発に取り組む。 

・地域団体同士ではお互いの活動の理解や社会資源の広報活動・理解が不十

分な場面が多い為、地域包括が媒介となり、地域住民が自分自身の自己選択・

自己決定の選択肢を増やせるよう働きかける。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 

高森  【高森】 

・地縁組織と各関係機関、商店等の連携・協働が少ない。 

・住民主体の地域活動（支え合い活動や通いの場・ネットワーク）が少ない。 

【高森東】 

・住民支え合い活動に参加しない住民への助け合い・活動や交流の場が必要 

【泉ヶ丘・大沢】  

・高齢者のうち後期高齢者が半数を超え、地域の支え手の高齢化と人材不足。 

・高齢者の通いの場、商業施設が少ない。 

【各地域共通】 

◇連携・ネットワークが少ない 

・組織や活動同士、世代間、地域関係機関との連携・協働が少ない。支えあいの

意識が生まれない。 

◇認知症の人や家族が様々な活動に参画、活躍できる場があるが、参加が少な

い。認知症についての正しい理解と知識の普及が必要。 

◇高齢者の生活の状況の変化に対する情報が把握できず、孤立する高齢者が

増えている。さらに家族機能が低下し家族と疎遠になる高齢者が増加している。 

◇引きこもりや精神障害など複合的な問題を持つ世帯への支援が増加している。 

◇介護予防に関心が低い。 

１、地域、関係機関との連携、ネットワークづくり 

●「住民同士」「各団体同士」「住民と関係機関（店舗・医療介護等）」「多世代間」

等の繋がり・ネットワーク強化のためつながりづくりをおこなう。また、課題を共有

し解決に向けての検討や実践に取り組む。 

●高齢者の孤立を防ぐための情報を早期に得るため、各組織や関係機関との連

携を促進する。 

●支え合い活動の周知と活性化を行う。 

２、高齢者のひとりひとりがいきがいやその人らしさを持ちながら、希望をもって

安心して暮らせる環境づくり。 

●高齢者が健康や介護予防に関心をもち、地域で安心して暮らせるように地域

包括支援センター業務サポートシステムを活用した情報を発信し、地域の一員と

して参加できる環境をつくる。 

●介護、フレイル予防に取り組めるよう普及啓発をおこなう。 

３、認知症施策の推進 

●認知症を特別視することなく、正しい理解と工夫によりそれまで通りの暮らしが

継続できる地域を実現する。 

●認知症サポーターや認知症パートナー、グループホームの認知症地域支援推

進との連携により地域の認知症対応能力の向上を図る。 

ピアサポートの場への参画ができる支援をおこなう。 

泉 

区 

松森  ●圏域内の高齢化率は令和 7 年 10 月時点で 38.17％であり依然として高齢化率

は高い。 

●介護予防教室の参加者は運動などへの意識が高い方は固定化されており、新

規参加者が少ない。 

●高齢化が進んでおり、高齢者の一人暮らし世帯や高齢者のみの世帯の増加。

町内会長や各団体・助け合い活動の代表も高齢となるも担い手が不足してい

る。 

●個別ケア会議を積み重ねることで見えてきた地域課題は「認知症」である。依

然として本人及び家族の認知症への理解不足や抵抗感により、認知症をきっ

かけに家族不和となり虐待に繋がるケースもある。 

●精神疾患・障害・家族関係・経済面・キーパーソン不在など複数の問題が混在

した相談が増えており、高齢者に限らずその家族の精神的な相談も増加してい

る。 

⑴ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

●地域のつながりと交流の『深化』を目指すため、医療・介護に関わる関係機関

に加え障がい者や児童など高齢者以外の関係機関との連携強化を図り包括

的な支援体制の構築を目指す。 

⑵ 認知症施策の推進 

●地域の認知症の理解を深めるため『体感』することの重要性が高まっている。

新しい認知症観を周知していくために地域住民と認知症当事者や家族が定期

的に交流できる機会をつくる。 

⑶ 介護・フレイル予防の推進 

●介護・フレイル予防を正しく理解してもらえるよう普及啓発を行っていく。 

●自身の生活機能の低下について気づきを促すとともに、地域特性に応じた介

護・フレイル予防に取り組めるように各関係機関と連携し支援の充実を図る。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 

松陵 ○地域全体の高齢化率：40.51％。各地区（松陵・永和台・歩坂町）で高齢化率、住

民層が大きく異なり、地域特性の相違が顕著。 

【松陵地区】総人口 5,363 人・高齢者数 2,595 人：高齢化率 48.39％、人口減続く。 

○松陵 4 丁目・5 丁目は高齢化率 50％超で年々上昇。松陵地区全体で前期高齢

者数多く、地域活動への参加意識が低く醸成されていない特性を持つ。 

○同居世帯比率高いが、家族で抱え込み後々対応に困って相談に至るケースが

散見。認知症に関しても同傾向。相談内容の複雑化は年々悪化。 

○各町内会・自治会毎の活動が中心の独立した地域活動運営で地域関係者間

の関係性が希薄であったが、R6 年度に意識の変化がみられ統一感が生まれ

つつある。 

【永和台地区】総人口 ,911 人・高齢者数 0,244 人：高齢化率 26.78％、人口増続

く。 

○新築戸建住宅の増加と共に、若い世代の転入が続く地域。 

○住民の世代交代により、高齢者対象の地域活動の解散や衰退が課題。R6 年

度地域の KP 急逝、従来の活動も存続の危機である。コミュニティの再構築が

必要。 

【歩坂町地区】総人口 2,472 人・高齢者数 0,704 人：高齢化率 28.48％、人口微増。 

○アパートから戸建住宅に変わり、若い世帯が増加している他、アパート空室へ

生活保護受給単身高齢者や精神疾患のある方、外国人の転入が増加。特に、

障害者 GH が乱立しており、潜在的に福祉ニーズを抱える世帯が増加、治安悪

化。地域との接点が乏しい住民層が増え実態把握が困難。それら住民に関す

る相談・不満が増加。 

○コミュニティの固定化、町内会活動の停滞、地区社協支部の解散、地区社協自

体の解散により、これまでの組織運営が困難となり過渡期を迎えている。 

（1）地域・関係機関との連携・ネットワーク構築 

地域・関係機関との連携を更に強化し、地域支援ネットワークづくりを推進。個

人・関係団体・各機関から相談しやすい関係を構築し、地域づくりに生かしてい

く。多世代、障害者等マイノリティ層支援関係者を巻き込み、よりきめ細やかなネ

ットワークを構築し、重層的な支援体制づくりを進め、それぞれの知見を活かせ

るようにしていく。 

（2）重点的な介護・フレイル予防の推進 

全域で介護・フレイル予防の取り組みを実施。特に前期高齢者数の多い松陵地

区、地域活動が乏しい百合が丘地区を重点的取り組み地区とする。デジタル活

用を支援し情報格差の改善に努め、QOL を維持した生活が継続していけるよう

推進していく。 

（3）新しい認知症観の普及啓発と共生社会づくり 

根本となる認知症の正しい理解を広め、偏見のない考え方が醸成できるように啓

発を継続。また、『ともに』暮らしを継続していけるよう、仙台版チームオレンジの

体制づくりを具体化し活動の後方支援に取り組む。 

泉 

区 

向陽台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏域地域は３地域１３町内会で連合協議会として行事などを実施。今年度からは 

「ひまわり地域食堂」が新たにスタート。活動は活発に行われている。 

【向陽台地区】総人口 5,60１人、高齢者数 1,660 人（高齢化率 29．64％） 

◯町内会や地区社協等様々な団体・関係機関を中心に活発に行事などを実施。

中心となる人の役職が重複し負担感がある。しかし、町内によっては若い世代

の担い手も地区社協を通し増えてきている。 

【明石南地区】総人口 3,782 人、高齢者数 849 人（高齢化率 22.45％） 

◯明石南１丁目(高齢化率 40.44％)と高齢化が進んでいる。１３町内で見ると１番

高い状況。 

◯同居世帯が多く次第にサービスが必要となり相談に至るケースや呼び寄せ同

居の相談も多い。その為、家族で介護を抱え込む、心身の状況が悪化してから

の相談が多い傾向。問題が潜在している可能性がある。 

〇地域で共に支え合い、安心して暮らし続けられる様社会の実現に向け、重層

的に支えられるよう取り組む。その為にも医療、介護、福祉、障害、子ども、健康

など様々な分野と情報共有を図る。 

⑴新しい認知症観の普及啓発と共生社会づくり 

新しい認知症観へ転換ができるように取り組んでいく。また、早期相談や認知症

のある人・家族が集える場へつながりその人のニーズや状況に応じた支援が受

けられるよう、関係機関等との連携強化。 

⑵介護・フレイル予防の推進 

利用者の生活機能低下の気付きを促し、本人の有する能力を生かせるよう、地

域資源や訪問・通所連動型短期集中予防サービスなどを活用。地域での自立し

た日常生活が送れる視点を推進する。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

向陽台 ◯町内会役員も１年ごとに交代。地区社協の活動も他と比べ停滞している。 

【山の寺地区】総人口 3,974 人、高齢者数 1,221 人（高齢化率 30.72％） 

◯１２月の民生委員改選に伴い３名が新たに新任者となる。 

◯若い世代の居住が増加傾向にある。前年に比べ若い世代と交流できるイベント

を地区社協と子供会共催にて開催。子育て世代も運営に携わっている。 

◯１丁目のボランティア団体も担い手不足等がある。３丁目は町内会長が毎年代

わる。高齢化率も高く担い手が少ない状況が続いている。 

⑶地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢者領域だけではなく様々な分野の関係機関との連携を強化し、地域支援ネ

ットワークづくりを推進する。 

泉 

区 

南光台  ・昭和３５年頃から開発が始まった地域で６５年経過。令和７年度初めて高齢化率

27%代に突入した。この 10 年高齢化率は増減を繰り返し、伸びとしては＋1.88%に

留まっているが、後期高齢化率は伸びの一途で＋4.26%。世代交替が活発である

ことの表れと考える。泉区内では 3 番目に高齢化率としては低い数値だが、要介

護認定者数はトップレベルに多く、支援が必要な方がその数値以上にいること、

加え、地縁の少ない方も増えていると予測。 

・一方、少子高齢化の進展による支える世代の減少、社会情勢の変化による個人

の自由の尊重、シニアや女性の就労者数の増加による日中在宅者数の減少、周

りを気にかける余力の減少が担い手不足に拍車をかけていると思われる 

・老人クラブ、子ども会の新規率の減少など、生活スタイルや価値観も変化し、組

織化に拘らない方策が必要。 

・一般企業にも協力依頼をし、関係づくりが進んでいるが、なかなか理解を得られ

ない業種がある。 

・相談の傾向として、家族内でも権利侵害に相当すると思われる案件、家族や支

援者側は公的支援を受けてもらいたいが、本人は受けたくないというケース、身

体的な支援のみではなく、精神面、金銭面、住居環境など複合的な課題を抱えて

いる相談が目立つ。核家族化による支援者不在のみではなく、同居家族がいても

世帯まるごと支援を要する相談がある。 

・発達特性と捉えるべきか、未診断の精神疾患を有する方と捉えるべきなのか要

求過多など、対応に苦慮し、権利、本人の意思、公平、公正とは何か考えながら

の支援を迫られている。 

仙台市基本理念：ともに支えあい、生涯自分らしく暮らし続ける社会の実現 

※ともに支えあい誰もが自分らしく暮らし続けることができる地域へ 

１.これまで関係づくりができた機関との連携強化や店舗など新たな業種との連携

体制構築により、支援、制度などへアクセスできない方へ早期介入する 

２.社会の変化に対応しながら、１人１人が尊重され、健康で自分らしく活躍するこ

とができるような取組や環境づくりを進める 

３.フレイル予防の更なる周知と取組支援の継続で、生きがい、役割意識の達成、

かつともに支えあえる地域づくりを進める 

泉 

区 

八乙女 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

令和 7 年 10 月時点では高齢化率 22.09%であり市内の平均より下回っているが、

昨年同時期が 21.75%であったため比較すると上昇している。上昇率は市内平均よ

りも高い。 

圏域内でもマンション群の多い八乙女地区と県営・公社のある黒松地区、昔なが

らの住宅地である南光台とそれぞれの地区で抱える問題の違いが見られる。 

【課題】 

・１人暮らし世帯の増加 

（１） 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

住み慣れた地域で生活が継続できるように 1 人暮らしの高齢者を支えるため、個

別ケア会議などを活用して個別支援・ケース検討から地域課題の抽出・分析をし

ていく。そのために定期的に圏域にある事業所との連絡会やケース検討会への

参加の促し、ネットワークづくりに取り組んでいく。 

ネットワーク全体だけでなく、参加事業所を個々に繋ぎ、地域での取り組みを活

発化させ、住み慣れた街で生活ができるような地域を目指す。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

八乙女 昨年度と比べて施設入所の相談件数が増加している反面、家族相談は減少して

いる。認知症の相談件数なども含め、一人暮らしが難しくなり、支える家族もおら

ず、エレベーターのない県営住宅や坂道が多い地域環境などから入所に至る傾

向が見られている。 

・1 人暮らしの精神疾患又は認知症の対応 

相談件数は昨年より減少傾向にあるが、医療に繋がっていない、つなげることが

難しいケースも見られている。本人に自覚症状が乏しく、周りの住民や地域が困

ってしまうが受診拒否などで対応が難しくなることがある 

・担い手不足 

現在担い手として活動をしてくれている方々も高齢化してきており、担い手不足に

なる可能性がある。 

（２） 認知症施策の推進 

認知症になっても地域で生活が続けられることの実現のため、地域版ケアパスを

当事者・住民の声を取り入れ、検討・刷新をしていく。 

認知症の方が地域で暮らし続けるために、認知症カフェと銘打つだけでなく既存

のサロンなどにも参加できるように推進をしていく。 

精神疾患の方に関しては早期相談として専門的な助言がもらえる機関といった

部分などとの繋がりを強化していく。 

チームオレンジに繋げるためのネットワークを生かしたサポーター養成、把握をし

ていく 

（３） 介護・フレイル予防の推進 

地域の担い手不足による地域活動の縮小を防止するため、市民協働フレイル事

業を通じて担い手の発掘、育成支援をしていきたい。 

フレイル予防の啓発の観点からアウトリーチ支援時に上記のネットワークを活用

しつつ、各専門職の参加を促し、地域における意識向上につなげていく。 

また、アクティブシニアポイントの周知を引き続き実施し、既存の介護予防教室な

どへの参加者増加などに繋げていきたい。 

（４） 地域の防災意識向上への取り組み 

災害があっても助けられる、不安なく生活できることを目指して圏域の住民への

啓発活動を引き続き実施していく。そうした活動を行うため福祉避難所への研修

会への参加や伝達講習を通して包括の役割を確認し、地域に向けて講話などを

実施し、意識向上を図る。 

泉 

区 

虹 の 丘 ・ 加

茂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏域の高齢者数は数年間約 5,600 人と急な増減はない。高齢化率を町内別でみ

ても 14.52%～46.28％と幅広く、単一町内での高齢化率は 12.24％～53.94％であ

るため圏域を平均することが難しい。団塊の世代多く団地の造成から 45 年が経

つ町内があるため、比率としては前期高齢者より後期高齢者が多くなっている。

圏域は一つの中学校区に 2 つの小学校区で成り立っており、戸建てが多く高齢夫

婦、単身世帯が多い地域と、商業地区で賃貸の集合住宅の多く若者や転入転出

者が多い地域があるため、一つの圏域と捉えにくい状況である。しかし、圏域の

共通した課題としては高齢者の問題のみでなく、高齢者と同居している家族が就

労していないことや障害をかかえていること、子ども育成の活動も困難となってい

る状況がある。各町内会としても高齢での独居や高齢世帯が増えたこと、少子化

を課題として捉えている。平成 27 年に圏域に加わった復興公営住宅(現在は市営

住宅)へは、区役所・近隣の高齢や障害の施設関係者が合同で関わり、住民同士

がつながる機会を提供しているが、役員の町内会運営も後退している現状があ

（1）介護予防普及啓発 

フレイルサポーターを支援し、自主グループの活動継続への支援、と地域住民の

通いの場つくりをする。フレイル予防の普及啓として、圏域内の商業施設を活用

し、センターまつり等に出向き、根拠に基づいた評価・助言を専門職（近隣の事業

所勤務）から直接に伝える機会を作る。 

（2）個別ケア会議 

困難ケースでの開催の場合、重度化防止の介護予防を目的としての開催の場

合、介護支援専門員からの事例提供をうけた会議であっても、多職種での関りを

意識できるよう職種を選定し、利用者を支えるネットワーク構築を考えて開催す

る。 
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地域包括支援
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虹 の 丘 ・ 加

茂 

る。また、どの町内会もコロナ禍以前に戻しているが活動休止の影響は今も残っ

ている。 
（3）権利擁護業務 

地域住民への消費生活被害の防止、虐待防止等の普及啓発は継続しながら、

民生委員や介護保険サービス事業所、障がい者相談支援事業所ともネットワー

クの構築のため研修会や包括圏域会議を活用していく。相談があった場合に

は、区役所と連携しフローやマニュアルに沿って対応する。 

（4）認知症の早期相談・早期診断・早期対応 

MCI の理解や相談窓口が地域包括支援センターであることの普及のため、仙台

版チームオレンジの普及活動として、地域活動へ参加した際にチラシを使って説

明をし、認知症カフェでも普及をする。 

＊全ての事業や活動は保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員・機能強化専

任職員で共通理解をし、情報を共有しながら職員間での協力をしていく。 

泉 

区 

長命ケ丘 ・団地造成から約 50 年、圏域内の人口は約 7300 人、高齢者は約 3000 人、世帯

数は約 3500 世帯となっており、前期高齢化率は 40％以上、後期高齢化率は

26％以上となっており R6 に比べ前期高齢化率は横ばいで後期高齢者の高齢化

率が 3％上昇している。 

・担い手の不足のため役員の世代交代が進んでおらず町内によっては長年役員

を継続する町内と数年で交代する町内もあるため高齢者や地域の問題に取り組

む意識の違いはあるものの表立って話し合いはされていない。またアパートと戸

建てが混在しており生活の格差がある。 

・各町内会主催でサロン等を実施しているが(高齢者が対象になっていない等)活

動に差があり定期的に行っている所もあるが活動がほとんどない町内もある。 

・活動に積極的な方とそうでない方の差があり参加者は固定されつつある状態で

ある。 

・活動の場へは歩いて行くには遠いことも課題となっている。 

・協議体等から得られた情報をもとに、介護予防や、世代を超えた交流を目的

に、長命ヶ丘独自のリズム体操を作っていく。（曲目：みんなずっと） 

・地域のサロン活動への参加や、銀行への出張相談など、地域活動を通じて、幅

広く相談を受ける体制づくりに努める。 

・関係機関・団体・地域住民など向けに認知症関連事業、法制度等の最新情報

をお伝えし、認知症に対する理解や地域で見守る意識をもってもらうよう働きか

ける。 

・事業所主催の交流会や、認知症カフェを継続開催し、サービスに繋がらない方

へ参加の声掛けを行い本人・家族・地域住民が交流できる機会を増やし、暮ら

しの工夫や認知症についての情報が得られるようにしていく。 

・社会資源としての町内サロン、サークルなど地域住民の活動状況を把握し、い

ぐすペイ等最新の取り組みを活用していく。 

・介護保険サービスに留まらず社会資源の活用や自宅で自立した生活が継続で

きるようフレイル予防応援教室や訪問・通所連動型短期集中予防サービス等の

提案をしていく。 

泉 

区 

根白石 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

地域づくりに関わる関係機関および地域住民と連携を図り、泉西二地区社会福祉

団体協議会を主体に以下の取組みを実施した。 

① 介護用ごみ集積所の運営 

 利用者増加に伴い、住吉台町内会と連携し集積ボックスを追加設置となる。 

② 防災訓練 

 要援護者名簿登録者への支援体制強化を目的とした訓練を実施した。 

 

⑴ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢者が日常生活上の支援が必要になっても安心して暮らし続けることができる

よう、地域をつくる関係機関や地域住民と連携を図りながら、次の取組みを行う。 

・圏域内の医療・介護・予防・生活支援・住まいにかかわる関係機関のほか、障

害者・子ども等、高齢者以外の分野との連携強化を図ると共に、地域の住民や

活動団体による見守り・支え合い活動の充実に向けた支援を進めるなど、支援

が必要となった高齢者やその介護家族を重層的に支える取り組みをする。 
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根白石 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域交通 

 アンケート調査を実施し、住民ニーズの把握を行った。 

④ 農家と運動自主グループとの連携 

 根白石地区の農家と運動自主グループの活動を通じ、野菜販売を実施し、生き

がいづくり、地産地消の推進、フレイル予防を目的とした取組みを行った。 

課題：野菜販売は、運動自主グループの参加者増加には結びつかなかった。 

⑵ 認知症施策の推進 

認知症の人および家族の声や視点を重視し、共生社会の実現に向けて、以下の

取組みを行った。 

① チームオレンジの立ち上げ 

 地域から実行委員を選出し、1 か所立ち上げた。 

② 認知症カフェ 

 新たに 1 か所立ち上げ、既存の 3 か所について継続運営を行った。 

③ 認知症サポーター養成講座 

 認知症専門医を講師として、シリーズ形式で実施した。 

④ 警察との連携 

 警察と連携し、認知症の方を早期に医療機関へつなぐことができ、泉警察署より

感謝状を授与された。 

課題：「認知症」という名称に抵抗感を持つ住民が多い。 

⑶ 介護・フレイル予防の推進 

地域の身近な場で介護・フレイル予防および健康づくりに取り組める環境整備を

目的として、以下の取組みを実施した。 

① 健康教室 

 JCHO 仙台病院と連携し、健康寿命の延伸を目的とした健康教室を 4回実施し、

多くの住民が参加した。 

② 介護予防教室・スマホ教室 

 地域から介護予防教室の依頼が多く寄せられ、体力測定を通してセルフケアへ

の意識向上につながった。 

 また、スマートフォン教室を多数開催し、「いぐすペイ」アプリの登録促進につな

げることができた。 

③ シニア世代向け講座 

 シニア世代を対象とした講座を開催し、住民の自主的な活動につながった。 

課題：介護予防教室やフレイルアウトリーチ事業から、対象者全員への個別訪問

・高齢者の在宅生活を支援する体制づくりに向け、地域ケア会議等を活用し、多

職種の連携を深めると共に、住民ニーズの把握や個別事例の検討を行うほか、

地域包括支援センター業務サポートシステムを活用し、地域の社会資源の分析

や地域課題の抽出を行い、区等と連携してその解決に向けた取組みをする。 

・高齢者のひとり暮らし世帯や高齢者のみ世帯の増加に伴い、住民同士の支え

合いや地域づくりの取組みの重要性について理解と関心を深めるとともに、関係

機関との連携強化を図りながら、新たな担い手の育成、支援ニーズとサービスを

提供する主体とのマッチングなど、地域の活動に対する支援の充実を図る。 

⑵ 認知症施策の推進 

認知症の人と家族が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らし続けることができるよ

う、認知症の人と家族の声や視点を重視しながら、共生社会づくりの推進のため

次の取組みを行う。 

・市民一人ひとりが認知症の知識と認知症の人への理解を深め、「認知症になっ

ても、ともに希望を持って生きることができる」という新しい認知症観へ転換できる

よう取り組む。 

・認知症の人が役割を持ち、地域づくりの一員として活躍する機会や場の創出

等、認知症の人と家族が様々な事業に参画・提言できる取り組みを通し、認知症

の人と家族が希望や生きがいを持って暮らし続ける環境の整備を進める。 

・認知症の人と家族が孤立することがないよう早期に相談やピアサポートの場等

につながり、かつその人のニーズや状態に応じた支援を受けられるよう、医療・

保健・福祉等の関係機関との連携体制の強化を図る。 

・認知症の人と家族の声を聴きとり、その想いや認知症バリアを把握するととも

に、仙台版チームオレンジの普及啓発等、課題解決に向けた取り組みを認知症

の人や関係機関、認知症サポーター等と連携のもと推進し、地域において互い

に支え合う体制づくりを強化する。 

⑶ 介護・フレイル予防の推進 

心身ともに健康で元気に生きがいを感じながら自分らしく生活できるよう、地域の

身近なところで介護・フレイル予防、健康づくりに取り組むことのできる環境づくり

を進めるため、次の取組みを行う。 

・セルフケアや地域での支え合い等が重要であることについて普及啓発を行い、

介護・フレイル予防の理念の浸透を図る。 

・セルフケアや地域での支え合いを推進していくために、ICT・デジタル機器等の

活用や、アクティブシニア・ボランティアポイント制度など高齢者のデジタルデバイ
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地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

根白石 等につなげることができなかった。 ドの解消に向けた支援、高齢者のニーズ変容に対応した取り組みなど、社会の

変化に柔軟に対応した取り組みをする。 

・地域の身近なところで介護・フレイル予防に資する取組みができるよう、関係機

関、団体と協働し、通いの場等の創出や活動継続に向けた支援、高齢者が活躍

できる機会や場の確保、担い手の育成支援など、地域づくりに向けた支援の充

実を図る。 

・利用者の生活機能の低下等について気づきを促すとともに、本人の有する能 

力を生かしながら多様な社会資源や訪問・通所連動型短期集中予防サービス 

などの自立支援に向けたサービスを駆使して、地域での自立した日常生活の 

継続の視点に立ったケアマネジメントする。 

泉 

区 

南中山 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)人口動態（R7/4 現在）  

総人口 14,371 高齢者人口 4，089 高齢化率 28.45％ 後期高齢化率 14.02％ 

・総人口は、緩やかに減少している一方で高齢者人口は増加傾向にあり、高齢化

率は毎年 1％ずつ上昇し続けている。 

・高齢化率は地域差がある（南 3 は 44％超、南 4 は、46％超、南 5、6 は、6％西

は 10 パーセントで緩やかに上昇している。北 2 は 40％、北 1 は、３８％） 

(2)環境 

・山を切り開いて S58(40 年前)以降に造成された団地。南中山地区、北中山地

区、西中山地区の 3 地区に分かれる。 

・交通手段は自家用車とバスである。坂が多いため、運転できなくなり、バスに乗

れなくなると、買い物や通院できず、閉じこもりになる傾向がある。 

・地盤が固いという住民の認識があり、災害に対する住民の危機感は薄い。 

(3)地域組織、コミュニティ 

・町内会加入率は全域的に減少傾向にある。  

・北中山 3 丁目は連合町内会や地区社協に加入しておらず、地域の集会所の利

用にも制限がある。 

・西中山地区は連合町内会・地区社協・子供会がなく、地域活動が少ない。 

・個人情報を知られたくない住民が多く、民生委員はかなり気を使って個別訪問を

している。 

・古くからの人間関係が地域活動に影響を及ぼしている。 

(4)社会資源 

・医療機関や教育機関、障害関係、商業施設等が充実しているが、地域格差あ

り。特に商業施設は南中山地区に集中し、北中山と西中山地区にはコンビニも無

い。 

(1)地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

地域のどこからでも、早期に相談窓口に繋がるよう、関係機関と連携し、継続し

て見守り体制づくりを進める。また、さまざまな面から高齢者を支援できるよう、既

存のネットワーク強化とともに新しいネットワークをつくり、顔が見える関係を築

く。 

・南中山市民センターとの連携強化。 

・隣接する包括と協働して学習会等を開催して、広域的な連携を図る。 

・ヨークベニマル南中山店、イオン仙台中山店などの商業施設との連携。 

・若い世代、子育て世代への周知、幅広い年齢層の世代交流。 

(2)認知症施策の推進 

新しい認知症観の普及啓発を進め、「お互いさま」の精神で支え合う体制を整備

することで、認知症をオープンにできる地域を目指す。 

・認知症本人や家族が参加できる認知症カフェのあり方を住民主体で考える。 

・MCI の早期相談と早期対応を重点的に取り組む。 

・認知症サポーターを活動に繋げる。 

・伴走型支援の体制構築。 

(3)介護・フレイル予防の推進 

フレイル予防の普及啓発に努めるとともに、フレイルを早期に発見できる機会を

地域の中につくる。自覚を促し、主体的に取り組めるよう、様々な媒体やデータを

駆使する。 

・介護予防教室等の参加者拡大と担い手の発見。 

・フレイル予防のための情報が住民に広く届くようにする。（デジタルデバイドの解
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

南中山 ・地域活動の場は南中山市民センターと北中山コミュニティセンターであるが、競

争率が高く確保が難しい。地域の集会所は昨年やっとエアコン設置が始まった

が、未だに無いところもある。 

(5)相談傾向 （令和 7 年 11 月現在） 

・1 位:介護保険に関すること 2 位:医療・疾病相談 3 位:認知症に関すること 

・地域別には南中山 5 丁目と北中山 3 丁目、西中山、南中山２丁目からの相談が

多い。 

・すでに進行した状態で初めて相談に繋がるケースが少なくない。 

・活動的な認知症や精神疾患の高齢者の支援は長期化している。 

・虐待相談は毎年必ずあるが複合的な問題を抱える家族関係がベースにある案

件が複数ある。 

・家族全員の支援が必要な場合があり、支援内容も複雑化している。また、家族

機能が低下し、支援を委ねてくるケースも増えている。 

・再来相談は、過去の関わりを考慮して対応している。 

・遠方の親を呼び寄せて同居もしくは近隣に転入するケースがあり、閉じこもりに

ならないよう相談を受け支援している。 

・介護支援専門員についての相談や施設入所者からの相談もあり、相談内容が

多岐に渡っている。 

消に向けた取り組みの継続） 

・フレイル予防アウトリーチ事業の継続。 

・高齢者が活躍できる機会を創出する。（認知症カフェや介護予防教室等のお世

話役等） 

 


